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第１章 調査，計画業務

第１節 道路環境調査

１－１ 道路環境調査業務等積算基準

１－１－１ 適用範囲

この積算基準は，道路事業に係わる環境調査業務等を委託等により実施する場合に適用する。

調査内容は，建設省所管道路事業環境影響評価技術指針（昭和60年９月(平成６年２月一部改正)）

及び道路環境整備マニュアル（平成元年１月）に基づくものとする。

なお，上記資料に改正が生じた場合は，本積算基準の運用については，別途考慮する。

１－１－２ 業務等の費用等

(１) 業務等の費用及び積算等

1)業務等の内「作業」に係わる費用及び積算等は，測量作業積算基準による。

2)業務等の内「業務」に係わる費用及び積算等は，設計業務積算基準による。

１－２ 打合せ

(１) 現状調査，予測及び評価，保全対策の検討及び(2)以外の現地調査

直 接 人 件 費

打合せ時期 主 任 技 師 技 師 技 師 備 考
技師長 技術員
技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

第一回打合せ 1.0 1.0

中間打合せ 1.0 1.0 中間打合せ1回当り

成果品納入時 1.0 1.0

（注）１．現状調査，予測及び評価，保全対策の検討及び②以外の現地調査を分離，分割発注す

る場合も歩掛の低減は行わない。

２．各作業の中で主要な区切りの時点で中間打合せを行うものとする。

３．打合せ回数は特記仕様書に明示するものとする。

(２) 現地調査（大気汚染，水質汚濁，騒音及び振動，地盤沈下）

直 接 人 件 費

打合せ時期 測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 備 考

任技師 技 師 技師補 助 手 作業員

第一回打合せ 1.0 1.0

中間打合せ 1.0 1.0 中間打合せ1回当り

成果品納入時 1.0 1.0

（注）１．現地調査（大気汚染，水質汚濁，騒音及び振動，地盤沈下）のみの場合計上する。

２．各作業の中で主要な区切りの時点で中間打合せを行うものとする。

３．打合せ回数は特記仕様書に明示するものとする。
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１－３ 地域環境に係る基礎的項目に関する調査

(１) 計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 0.5 1.5

(２) 環境影響要因の把握

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

環 境 影 響 要 因 の 把 握 0.5 1.0 1.0

(３) 現地踏査

（10km，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

現 地 踏 査 1.0 1.0 1.0 1.0

（注）１．業務着手時に現地踏査が必要な場合に計上する。なお，大気汚染，植物等詳細な現地

での調査は，各項目の現地踏査で計上すること。

２．道路延長10㎞を基本としており，１㎞増減する毎に標準歩掛を２％増減する。

３．地形により下表の範囲で割増すことが出来る。

地形区分 割増率（％）

平 地 0

丘 陵 地 20

山 地 40

急峻山地 100

４．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは，1.5Ｌとし，運転労務費

は計上しない。
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(４) 基礎資料収集整理

（２市町村，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

基 礎 資 料 収 集 整 理 0.5 1.5 5.5 8.0 11.5

（注）１．資料とは，建設省所管道路事業環境影響評価技術指針で定められた地域環境に係る基

礎的項目に関する調査に必要とされるすべての資料をいう。

地域環境に係る基礎的状況に関する必要な既存資料は，①地域の自然的状況に係る項目，

②地域の社会的状況に係る項目，③環境関係法律等に係る項目により構成される。

２．通過市町村は，２市町村を基本としており，１市町村増減する毎に標準歩掛を10％増

減する。

３．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な資料をい

う。

(５) 現状調査を行う環境要素の設定

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

現状調査を行う環境要素の設定 0.5 0.5 0.5

(６) 予測及び評価を行う環境要素の設定

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予測及び評価を行う環境要素の設定 0.5 0.5 0.5

（注）１．複数の調査項目を行った場合でも，上記歩掛を１回のみ計上する。
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１－４ 大気汚染

(１) 現状調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

2)資料収集整理

（２市町村，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 0.5 1.5 2.0 2.5

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料

をいう。

２．通過市町村は，２市町村を基本としており，１市町村増減する毎に標準歩掛を10％増

減する。（なお，県または，県の出先機関等で一括して資料を収集できる場合は歩掛の

増減は行わない。）

(２) 現地調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

計 画 準 備 1.0 1.0

（注）１．１業務とは，一酸化炭素，窒素酸化物，風向・風速及び気温・湿度の現地調査を行う

業務の全体をいう。

2)監督

現地測定を行う者等が兼ねることを原則とするが，基地数，測定箇所等を考慮して，必要な

場合は騒音及び振動に準じて計上することができる。
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3)点検及び調整

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

点 検 及 び 調 整 1.0 1.0

（注）１．本表は，大気汚染現地調査を短期間（連続して７日間）発注した場合に観測の当初に

点検及び調整を行う歩掛の標準である。

２．２箇所以上を同時に観測する場合には，現地状況に合わせて，２箇所目以降について

別途考慮する。

３．超勤割増しは行わない。

４．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。

4)予備試験

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

予 備 試 験 1.0 1.0

（注）１．本表は，一酸化炭素，窒素酸化物の測定を行う場合の標準である。

２．２箇所以上を同時に観測する場合で，予備試験が兼ねられる場合には，機器台数等考

慮のうえ，２箇所目以降について別途考慮する。

5)現地測定

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

現 地 測 定 7.0

（注）１．本表は，原則として観測箇所に基地を設置し，一酸化炭素，窒素酸化物，風向・風速

及び気温・湿度を連続して７日間観測する場合に適用する。

２．２箇所以上を同時に観測する場合は，現地状況に合わせ，２箇所目以降について別途

考慮する。

３．観測箇所及び本部（観測箇所が複数の場合，本部も１箇所として計上する。）との連

絡については，必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライﾄバンは1.5Ｌとし，運

転労務費は計上しない。

４．調査員は，計器類の日々の保守点検，記録用紙の取り替え，故障時の連絡等を行うも

のとし，保安要員を兼ねるものとする。

５．現地測定に使用する機械器具，電気，土地借り上げ等の損料は見積もりにより別途計

上する。
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6)資料整理（一次整理）

（７資料当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

一 次 整 理 一酸化炭素 0.5 1.0 1.0
資

窒素酸化物 0.5 1.5 1.5
料

風向・風速 0.5 1.5 2.0
整

気温・湿度 0.5 1.0 1.5
理

合 計 2.0 5.0 6.0

（注）１．本表は，資料の読み取り，一覧表の作成に適用する。

２．１資料とは，24時間当りのそれぞれの資料をいう。

7)資料整理（一次整理）

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

資 料 整 理 ・ 二 次 整 理 1.5 2.0 2.0

（注）１．本表は，一次整理資料を基にした作図，作表及び考察等に適用する。

２．１箇所とは，測定地点１箇所の４季分，全大気項目（ＣＯ，ＮＯｘ，風向，風速，気

温及び湿度）のデータである。

8)準備及び跡片付け

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

準 備 及 び 跡 片 付 け 1.0 2.0 2.0

（注）１．本表には，現地測定地点選定のための準備作業を含むこととする。

２．機材積み卸し（電気引き込みや，風向観測のための仮設材等必要な場合）として必要

に応じ，１箇所当り測量技師補1.0人，測量助手1.5人を別途計上できる。

３．単独に諸官庁等への手続きを必要とする場合には，１業務当り測量技師1.0人，測量

技師補1.0人を別途計上できる。

(３) 予測及び評価並びに環境保全対策の検討

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.5
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2) 予測基本条件の設定

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予測基本 予測対象時の交通量時

条件の設 間変 動係数の設定 0.5 1.5 2.0

定 （1箇所当り）

ﾊﾞｯｸｸﾞﾗﾝﾄﾞ濃度の設定
0.5 1.0 1.0

（1箇所当り）

資料 整理（気象）
1.0 2.5 4.0

（1資料当り）

合 計 1.0 3.5 5.5 4.0

（注）１．計画路線の時間変動係数の設定のための基礎データ（既交通量調査結果）は発注者で

貸与するものとする。

２．予測対象時の交通量時間変動係数については，騒音，振動の予測単独発注にも適用す

ることとする。（騒音，振動と合わせて発注する場合は一度だけ計上すること。）

３．資料整理（気象）は官庁等のまとめられた１年分のデータを，時間別に風向の出現頻

度，平均風速等について，整理する場合に適用する。

４．１資料とは，１気象観測地点の１年（24時間×365日）分程度をいう。
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3)予測計算及び評価

（両側１断面当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予 測 計 算 及 び 評 価 0.5 1.0 1.5 0.5

（注）１．予測計算及び評価は第１断面を基本とし，１断面増加する毎に技師Ｃを1.0人ずつ増

加させる。

２．予測計算及び評価の電算使用料として直接人件費の30％を別途計上すること。

３．予測計算とは，横断方向に多点（10点程度）の予測計算を行い，地上1.5ｍにおける

濃度距離減衰図を作成するまでの作業とする。

４．本表は予測計算業務の他に基本データの設定，評価，環境保全目標の設定を含む。

５．本表は標準部における歩掛であり，特殊区間（トンネル坑口，インターチェンジ等）

の場合は別途考慮する。

６．基本データの設定は，道路構造条件，車種別時間交通量及び排出源強度を含むものと

する。

７．断面とは，道路構造上での区分（盛土，切土，平面，高架等）をいい，断面数が増加

した場合または，同断面でも気象条件，交通条件が変わる場合は別断面とし，同断面で

道路両側を予測する場合は，道路両側で１断面とする。

８．予測物質は，一酸化炭素，窒素酸化物の２物質としているが，１物質のみ予測する場

合でも歩掛は減じないものとする。

９．道路構造が複断面，または一般道路（側道等含まず）を含めて予測する場合には，

片側１車線（両側２車線）の場合，直接人件費を30％割増し，電算使用料は，割増した

直接人件費の20％を直接経費として計上する。

片側複数車線の場合，直接人件費を40％割増し，電算使用料は，割増した直接人件費の

30％を直接経費として計上する。

10．単断面と複断面を混合して予測する場合は，それぞれについて予測過程，条件が異な

るので，別々に計上する。

１－５ 水質汚濁

(１) 現状調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

（注）１．資料収集整理が必要な場合は計上する。
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2)資料収集整理

（１河川当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 0.5 1.0 1.5 1.5

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料

をいう。

２．河川により，現状の資料がない場合には計上しない。

(２) 現地調査

1)計画準備

(１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

計 画 準 備 0.5 0.5

（注）１．国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料があり，現地調査を必

要としない場合は計上しない。

2)採水作業

（１箇所，１回当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

採 水 作 業 0.5 0.5

（注）１．１箇所１回で行う資料採水対象は，生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ)及び浮遊物質量

（ＳＳ），または， 化学的酸素要求量（ＣＯＤ)及び浮遊物質量（ＳＳ）とする。

２．採水作業の１箇所とは，サービスエリア，パーキングエリアの数をいう。

３．採水作業には，流量観測を含む。

４．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。

3)現況水質分析

（１箇所，１回当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

現 況 水 質 分 析 0.5 1.0 1.0

（注）１．現況水質分析の１箇所とは，サービスエリア，パーキングエリアの数をいう。
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4)現況水質とりまとめ及び考察

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

現況水質とりまとめ及び考察 1.0 1.0

（注）１．現況水質とりまとめの１箇所とは，サービスエリア，パーキングエリアの数をいう。

２．本表には，年間３回程度までの水質データのとりまとめ考察を含む。

３．流量観測についてのとりまとめ及び考察を含む。

5)準備及び跡片付け

（１作業当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

準 備 及 び 跡 片 付 け 0.5 0.5

（注）１．準備・跡片付けの作業をする必要がある場合に適用する。

２．機材を必要とし積み卸しが必要な場合には，１作業当り測量技師補0.5人，測量助手

0.5人を別途計上できる。

(３) 予測及び評価並びに環境保全対策の検討

予測及び評価並びに環境保全対策の検討

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予測及び評価並びに環境保全対策の検討 0.5 1.0 2.0 2.0

（注）１．本表には，計画及び環境保全目標の設定業務を含む。

２．１箇所とは，サービスエリア，パーキングエリアの数をいう。
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１－６ 騒音及び振動

(１) 現状調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

2)資料収集整理

（２市町村，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 0.5 1.5 2.0 2.0

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料

をいう。

２．通過市町村は，２市町村を基本としており，１市町村増減する毎に標準歩掛を10％増

減する。（なお，県または，県の出先機関等で一括して資料を収集できる場合は歩掛の

増減は行わない。）

(２) 現地調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

計 画 準 備 1.0 1.0

（注）１．１業務とは，発生する騒音及び振動の現地調査を行う業務の全体をいう。

2)監督

（観測日１日当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

監 督 2.0

（注）１．監督は，測定精度の確保等を考慮して配置するものであり，計上に当たっては特記仕

様書で義務づけること。

２．監督調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とし，２交代

勤務として積算する。

３．測定点数及びケースによる歩掛の増減は原則として行わない。ただし，特別な場合で，

本表により難い場合は別途考慮する。

４．観測日１日とは24時間の観測をいう。
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3)現地測定

（１地点，観測日１日当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

レベルレコーダ 1地点 2.0

1 地点
2.0

現 1 測点

地 1地点
レベル演算処理器 2.0 2.0

測 4 測点

定 1地点
2.0 4.0

8 測点

データレコーダ 1地点 1.0

（注）１．レベルレコーダを使用する場合

・本表は単独測定の場合の標準である。測定成分（騒音，振動（Ｚ））ごとに１測点

とする。

・調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とし，２交代勤

務として積算する。

２．レベル演算処理器を使用する場合

・１地点とは，１つの測定場所のことであり，同時に多数点の測定を行う場合には，

各測点がケーブルの延長（100ｍ程度）範囲以内に点在する場所をいう。なお， 1

00ｍ程度以上離れている場合，またはケーブルを張るのに支障がある場合は，別地

点として扱うものとする。

・調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とし，２交代勤

務として積算する。

・レベル演算処理器の選択は，４測点以内の場合は４チャンネル用とし，５～８測点

については５～８チャンネル用とする。

・測点数とは，騒音計及び振動計（測定成分Ｚ）の延べ測点数をいう。

３．地盤卓越振動数を測定するためデータレコーダを使用する場合

・測定は，１箇所につき大型車の単独走行を対象に10回測定するものとする。

・超勤割増しは原則として行わない。ただし，夜間測定等ケースによっては別途計上

するものとする。

・１日当りの測定点数は発注するケースにより判断するものとする。

４．現地測定に使用する機械器具の損料は，見積等により別途計上する。

５．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。

６．観測日１日とは24時間の観測をいう。
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4)一次整理

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

一 レベルレコーダ 24資料当り 2.0 2.0
次
整 ﾚﾍﾞﾙ演算処理器 24資料当り 2.0 1.5
理
データレコーダ 1地点当り 1.0 1.0

（注）１．本表は資料の読み取り，一覧表の作成に適用する。

２．１資料とは，測定成分数（騒音，鉛直振動）のレベルレコーダ及びレベル演算処理器

を使用の場合は１時間に10分間当りの資料をいい，周波数分析の整理を行う場合には１

地点１測点当りの資料をいう。

5)二次整理

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

二次整理（騒音及び振動） 0.5 1.0 1.0

（注）１．本表は，一次整理資料を基にした作図，作表及び考察等に適用する。

２．１箇所は，１測定箇所の騒音，振動，地盤卓越振動数の資料をいう。

6)交通量監督（観測日１日当り）

１．交通量観測地点と騒音及び振動の観測地点が離れていて別途監督が必要な場合には，観測

日１日当り測量技師補2.0人を計上する。

２．監督調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とし，２交代勤務

として積算する。

３．観測日１日とは24時間の観測をいう。
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7)交通量調査

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

昼 1～10,000 3.0
間
12 10,001～20,000 4.0
時
間 20,001～30,000 5.0
交 交
通 30,001～50,000 6.0
通 量

50,001～10,000増毎 1.0
量
夜 1～10,000 4.0
調 間
12 10,001～20,000 5.0
査 時
間 20,001～30,000 6.0
交
通 30,001～50,000 7.0
量
50,001～10,000増毎 1.0

（注）１．本表は，車種別，上・下方向別交通量調査の歩掛である。

２．騒音及び振動現地調査作業で１時間当り10分間の資料を要求する場合には，時間交通

量とともに10分間の数値も記録させるものとする。

また，同時に行う平均走行速度調査については，歩掛に含まれているものとし，別途計

上しない。

３．交通量調査員の労務単価は，基準日額に超過勤務手当を加算した補正単価とする。

４．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。

8)資料整理（交通量）

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

資 料 整 理 （ 交 通 量 ） 1.0 1.0

（注）１．資料整理とは，方向別車種別の交通量及び平均走行速度を整理し，作図作表を行う作

業をいう。
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9)準備及び跡片付け

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

準 備 及 び 跡 片 付 け 0.5 0.5 0.5

（注）１．本表には，現地測定地点選定のための準備作業を含むこととする。

２．機材積み卸しとして必要に応じ，１箇所当り測量助手0.5人，普通作業員0.5人を別途

計上できる。

３．単独に諸官庁等への手続きを必要とする場合には，１業務当り，測量技師0.5人，技

師補1.0人を別途計上できる。

４．作業の安全のため，必要に応じ，１箇所当り測量助手2.0人を別途計上できる。（超

過勤務割増し，２交代を適用できる。）

(３) 予測及び評価並びに環境保全対策の検討

1)騒音

①計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

（注）１．１業務とは，騒音に関する予測及び評価業務の計画の全体をいう。

②予測基本条件の設定

１．騒音単独発注の場合は，大気汚染の予測基本条件（交通量時間変動係数）を使用する。
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③予測計算及び評価

（片側１断面当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予 測 計 算 及 び 評 価 0.5 0.5 1.0 1.0

（注）１．予測計算及び評価は第１断面を基本とし，１断面増加する毎に技師Ｃ0.5人，技術員

1.0人を増加させる。

２．予測計算及び評価の電算使用料として，直接人件費の20％を直接経費として別途計上

する。

３．予測計算とは，横断方向，高さ方向に多点（50点程度）の予測計算を行い，地上 1.

2ｍにおける騒音距離減衰図を作成するまでの作業とする。

４．本表には，予測計算業務の他に基本データの設定，評価，環境保全目標の設定を含む。

５．本表は，標準部における歩掛であり，特殊区間（トンネル坑口，インターチェンジ

等）の場合は別途考慮する。

６．基本データの設定とは，道路構造条件，車種別時間交通量，パワーレベル，及び予測

対象時間帯の検討等をいう。なお，予測対象時間帯の検討とは，予測対象地点において

24時間騒音レベル値を計算し，環境保全目標と対比して，騒音レベルの最も厳しい時間

帯を設定する作業をいう。

７．本表の断面数表示は，道路片側の予測計算を１断面とする。

８．同断面で行う交通量（時間区分の変更を含む），パワーレベル等を変化させて予測計

算を行う場合は別途計上する。

９．道路構造が複断面，または一般道路（側道等含まず）を含めて予測する場合には，片

側１車線の場合，直接人件費を30％割増し，電算使用料は，割増した直接人件費の20％

を直接経費として計上する。

片側複数車線の場合，直接人件費を40％割増し，電算使用料は，割増した直接人件費の

30％を直接経費として計上する。

10．単断面と複断面を混合して予測する場合は，それぞれについて予測過程，条件が異な

るので，別々に計上する。

④等音分布図作成

（１断面当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

等 音 分 布 図 作 成 0.5 0.5

（注）１．本表は，地上1.2ｍにおける騒音距離減衰図以外に等音分布図が必要な場合に計上す

る。
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⑤環境保全対策の検討

（片側１断面当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

環 境 保 全 対 策 の 検 討 0.5 1.0 0.5 0.5

（注）１．環境保全対策の検討は第１断面を基本とし，１断面増加する毎に技術員1.0人を増加

させる。

２．予測計算及び評価の電算使用料として，直接人件費の30％を直接経費として別途計上

する。

３．環境保全対策の検討とは，遮音壁，築堤等の高さ検討のためトライアル計算及び決定

した遮音壁等の高さにおける横断方向，高さ方向に多点（50点程度）の予測計算を行い，

地上1.2ｍにおける騒音距離減衰図を作成するまでの作業をいう。

４．必要に応じて，等音分布図作成を別途計上できる。

５．道路構造が複断面，または一般道路（測道等含まず）を含めて予測する場合には，片

側１車線の場合，直接人件費を35％割増し，電算使用料は，割増した直接人件費の30％

を直接経費として計上する。

片側複数車線の場合，直接人件費を50％割増し，電算使用料は，割増した直接人件費の

40％を直接経費として計上する。

６．単断面と複断面を混合して予測する場合は，それぞれについて予測過程，条件が異な

るので，別々に計上する。

2)振動

①計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

（注）１．１業務とは，振動に関する予測及び評価業務の計画の全体をいう。

②予測基本条件の設定

１．振動単独発注の場合は，大気汚染の予測基本条件（交通量時間変動係数）を使用する。

（大気汚染，騒音と重複しないように注意）
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③予測計算及び評価

（片側１断面当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予 測 計 算 及 び 評 価 0.5 0.5 0.5 1.0

（注）１．予測計算及び評価は第１断面を基本とし，１断面増加する毎に，技術員0.2人を増加

させる。

２．予測計算及び評価の電算使用料として，直接人件費の10％を直接経費として別途計上

する。

３．予測計算とは，距離方向（地表面）に10点程度の予測計算を行い，振動距離減衰図を

作成するまでの作業とする。

４．本表には，予測計算業務の他に基本データの設定，評価，環境保全目標の設定を含む。

５．本表は，標準部における歩掛であり，特殊区間（インターチェンジ等）の場合は別途

考慮する。

６．基本データの設定とは，道路構造条件，車種別時間交通量，地盤条件，及び予測対象

時間帯の検討等をいう。

７．本表の断面数表示は，道路片側の予測計算を１断面とする。

８．道路構造が複断面，または一般道路（測道等含まず）を含めて予測する場合には，片

側１車線の場合，直接人件費を30％割増し，電算使用料は，割増した直接人件費の15％

を直接経費として計上する。

片側複数車線の場合，直接人件費を40％割増し，電算使用料は，割増した直接人件費の

25％を直接経費として計上する。

９．単断面と複断面を混合して予測する場合は，それぞれについて予測過程，条件が異な

るので，別々に計上する。
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１－７ 地盤沈下

(１) 現状調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

2)資料収集整理

（２市町村，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 0.5 1.0 1.5 1.5

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料

をいう。

２．通過市町村は，２市町村を基本としており，１市町村増減する毎に標準歩掛を10％増

減する。（なお，県または，県の出先機関等で一括して資料を収集できる場合は歩掛の

増減は行わない。）

(２) 現地調査

ボーリング等の現地調査が必要な場合は別途計上する。

(３) 予測及び評価並びに環境保全対策の検討

1)予測及び評価・環境保全対策の検討

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予測及び評価・環境保全対策の検討 1.0 2.0 1.0

（注）１．予測及び評価・環境保全対策の検討が必要な場合には計上する。

２．本表には，計画及び環境保全目標の設定業務を含む。

３．必要に応じて上表以外に学識経験者等を別途計上することができる。（特記仕様書に

明記すること）

１－８ 地形・地質

(１) 現状調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0
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2)資料収集整理

（２市町村，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 0.5 1.5 1.5 2.5

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料

をいう。

２．通過市町村は，２市町村を基本としており，１市町村増減する毎に標準歩掛を10％増

減する。

(２) 現地調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0

2)現地踏査

（１種類１分布当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

現 地 踏 査 1.0 1.0

（注）１．現地踏査が必要な場合計上する。

２．必要に応じて，ライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費

は計上しない。

３．１種類１分布とは，特殊な地形・地質を有する１地区とする。

４．本表には，とりまとめ及び考察を含む。

５．必要に応じて上表以外に学識経験者等を別途計上することができる。（特記仕様書に

明記すること）

６．地形により下表の範囲で割増すことができる。

地形区分 割増率（％）

平 地 0

丘 陵 地 20

山 地 40

急 山地 100峻
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(３) 予測及び評価並びに環境保全対策の検討

1)予測及び評価・環境保全対策の検討

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予測及び評価・環境保全対策の検討 0.5 1.0 2.0 1.0

（注）１．予測及び評価・環境保全対策の検討が必要な場合には計上する。

２．本表には，計画及び環境保全目標の設定業務を含む。

３．必要に応じて上表以外に学識経験者等を別途計上することができる。（特記仕様書に

明記すること）

１－９ 植物

(１) 現状調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

2)資料収集整理

（２市町村，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 0.5 1.5 2.5 2.0

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料

をいう。

２．通過市町村は，２市町村を基本としており，１市町村増減する毎に標準歩掛を10％増

減する。

(２) 現地調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0
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2)聞き取り調査

（１種類１分布箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

聞 き 取 り 調 査 2.0 2.0

（注）１．聞き取り調査が必要な場合に適用する。

２．本表には，とりまとめ及び考察を含む。

３．必要に応じて，ライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費

は計上しない。
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3)現地踏査・コドラード調査

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

現 陸 上 植 物
１季１箇所 4.5 4.5

地 500ｍ＊500ｍ

踏 水 生 植 物
１季１箇所 1.5 1.5

査 5㎝＊5㎝

コドラード調査 5ｍ＊5ｍ 2.0 2.0

１箇所・回 10ｍ＊10ｍ 3.0 3.0

（注）１．現地踏査及びコドラードによる調査が必要な場合に計上する。

２．必要に応じて上表以外に学識経験者等を別途計上することができる。（特記仕様書に

明記すること）

３．必要に応じて，現地踏査のためのライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌ

とし，運転労務費は計上しない。

４．陸上植物 現地踏査

・本表は，調査の範囲が片側250ｍ，全幅500ｍ，延長500ｍの歩掛である。

全幅1000ｍ，延長1000ｍの場合には，100％割増しすることができる。

・本表には，とりまとめ及び考察を含む。

・地形により下表の範囲で割増すことができる。

地形区分 割増率（％）

平 地 0

丘 陵 地 20

山 地 40

急 山地 100峻

５．コドラードによる調査（方形区法）

・本表は，陸上植物のコドラード調査に適用する。（上記（注）４．の現地踏査とは，

重複しない）

・本表は，調査が，片側250ｍ，全幅500ｍ，延長500ｍの範囲にコドラードを10地点

程度設定する場合に適用する。

・本表には，とりまとめ及び考察を含む。

・地形により上記（注）４．の割増ができる。

６． 水生植物

・本表は，方形枠法（5㎝＊5㎝）によって，付着藻類の定量的調査を行う場合に適用

する。

・本表には，とりまとめ及び考察を含む。

７．・本表には，調査に必要な消耗品等の費用を含む。
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(３) 予測及び評価並びに環境保全対策の検討

1)計画準備・予測及び評価・環境保全対策の検討

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 0.5

予測及び評価・環境保全対策の検討 0.5 2.5 3.5 3.0

合 計 1.0 3.5 4.0 3.0

（注）１．予測及び評価・環境保全対策の検討が必要な場合には計上する。

２．本表には，環境保全目標の設定業務を含む。

３．必要に応じて上表以外に学識経験者等を別途計上することができる。（特記仕様書に

明記すること）

１－10 動物

(１) 現状調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

（注）１．資料収集整理が必要な場合は，別途計上する。

2)資料収集整理

（２市町村，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 0.5 3.0 4.5 3.0

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料

をいう。

２．通過市町村は，２市町村を基本としており，１市町村増減する毎に標準歩掛を10％増

減する。

(２) 現地調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.5 1.0

（注）１．現地調査（聞き取り調査，現地踏査等）が必要な場合に計上する。
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2)聞き取り調査

（１種類１分布箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

聞 き 取 り 調 査 2.0 2.0

（注）１．聞き取り調査が必要な場合に適用する。

２．本表には，とりまとめ及び考察を含む。

３．必要応じて，ライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。
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3)哺乳類・爬虫類 両生類・昆虫類 鳥類・魚介類

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

痕 跡 法 500ｍ＊500ｍ
3.0 3.0

哺乳類 1季

捕 獲 法 1季1箇所 1.5 1.5

爬虫類 現地確認法 500ｍ＊500ｍ
2.5 2.5

両性類 1季

任意採集法 500ｍ＊500ｍ
3.5 3.5

1季

ﾍﾞｲﾄﾄﾗｯﾌﾟ採集法
昆虫類 4.0 4.0

1季10箇所

ﾗｲﾄﾄﾗｯﾌﾟ採集法
1.5 1.5

1季1箇所

ﾗｲﾝｾﾝｻｽ法 1季1箇所 1.5 1.5
鳥 類
定 点 法 1季1箇所 2.0 2.0

魚介類 採 集 法 1地点 2.0 2.0

（注）１．現地踏査が必要な場合に計上する。

２．必要に応じて上表以外に学識経験者等を別途計上することができる。（特記仕様書に

明記すること）

３．必要に応じて，現地踏査のためのライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌ

とし，運転労務費は計上しない。

４．共通

・本表には，とりまとめ及び考察を含む。

・夜行性の動物で夜間作業となる場合は，別途考慮する。

・地形により下表の範囲で割増すことができる。

地形区分 割増率（％）

平 地 0

丘 陵 地 20

山 地 40

急 山地 100峻

５．本表には，調査に必要な消耗品等の費用を含む。

６．哺乳類，両生類 虫類，昆虫類（任意採集法）について爬

・本表は，調査の範囲が片側250ｍ，全幅500ｍ，延長500ｍの場合の歩掛である。

全幅1000ｍ，延長1000ｍの場合には，100％割増しすることができる。
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(３) 予測及び評価並びに環境保全対策の検討

1)計画準備・予測及び評価・環境保全対策検討

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0 1.0

予測及び評価・環境保全対策検討 1.0 3.5 5.0 5.0

合 計 1.5 4.5 6.0 5.0

（注）１．予測及び評価・環境保全対策の検討が必要な場合には計上する。

２．本表には，環境保全目標の設定業務を含む。

３．必要に応じて上表以外に学識経験者等を別途計上することができる。（特記仕様書に

明記すること）

１－11 景観

(１) 現状調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 0.5 1.0

2)資料収集整理

（２市町村，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

資 料 収 集 整 理 0.5 1.0 1.5

（注）１．資料とは，原則として国または地方公共団体等の公的機関による入手可能な公表資料

をいう。

２．通過市町村は，２市町村を基本としており，１市町村増減する毎に標準歩掛を10％増

減する。

(２) 現地調査

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備 0.5 1.0

（注）１．現地踏査等の現地調査が必要な場合計上する。
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2)現地踏査

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

現 地 踏 査 1.5 1.5

（注）１．現地調査が必要な場合計上する。

２．景観に係る現地調査は現地踏査を基礎とし，これ以外の方法で現地調査を実施する場

合は別途考慮する。

３．必要に応じ上表以外に学識経験者等を別途計上することができる。（特記仕様書に明

記すること）

４．必要に応じて，ライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費

は計上しない。

５．１箇所とは，主要景観地あるいは主要眺望点からの眺望箇所（野外レクリエーション

地の現状調査も含む。）とする。

６．本表には，写真撮影を含む。

７．本表には，とりまとめ及び考察を含む。

８．本表には，調査に必要な消耗品等の費用を含む。

(３) 予測及び評価並びに環境保全対策の検討

1)予測及び評価・環境保全対策の検討

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

予測及び評価・環境保全対策の検討 0.5 1.0 3.5 4.0

（注）１．予測及び評価・環境保全対策の検討が必要な場合には計上する。

２．必要に応じて上表以外に学識経験者等を計上することができる。（特記仕様書に明記

すること）

３．本表には，カラーフォトモンタージュの作成，計画及び環境保全目標の設定業務を含

む。

４．カラーフォトモンタージュはＡ３版程度とする。



4-1-29

１－12 報告書作成

1)環境影響要因等の把握

（10km，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

環 環 境 要 素 の 設 定 等 0.5 1.0 1.0
境
影 地 地域の自然的状況に係 0.5 2.0 3.0
響 域 る項目
要 環
因 境 地域の社会的状況に係 0.5 2.0 2.5
の の る項目
把 概
握 要 環境関係法律等に係る 0.5 1.5 2.0
等 項目

（注）１．環境要素の設定等とは，①事業者の氏名及び所在地，②事業の目的及び内容，③環境

要素の設定，④その他を示す。

２．計上に当たっては，各区分のうち実施して報告書に取りまとめる必要のあるもののみ

を対象とすること。

３．道路延長10㎞を基本としており，１㎞増減する毎に２％増減するものとする。

４．調査結果の報告書作成には，概要版及びその他説明資料は含まない。概要版及びその

他説明資料が必要な場合は上記補正後の歩掛の30％を別途計上する。

５．報告書等の印刷製本費等は，別途計上する。
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2)現状調査・現地調査

（10km，１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

大 気 汚 染 1.0 1.5

現 水 質 汚 濁 0.5 1.0

騒 音 及 び 振 動 1.0 2.0
状
地 盤 沈 下 0.5 1.0

調 地 形 ・ 地 質 0.5 1.0

植 物 1.0 2.0 3.5
査
動 物 1.5 2.5 2.5

景 観 1.0 1.0

大 気 汚 染 1.5 2.0

水 質 汚 濁 0.5 0.5
現
騒 音 及 び 振 動 1.0 2.0 1.5

地
地 形 ・ 地 質 0.5 1.0

調
植 物 2.0 3.0

査
動 物 2.5 4.5

景 観 0.5 1.0

（注）１．計上に当たっては，各区分のうち実施して報告書に取りまとめる必要のあるもののみ

を対象とすること。

２．道路延長10kmを基本としており，１km増減する毎に２％増減するものとする。

３．調査結果の報告書作成には，概要版及びその他説明資料は含まない。概要版及びその

他説明資料が必要な場合は上記補正後の歩掛の30％を別途計上する。

４．報告書等の印刷製本費等は，別途計上する。
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3)予測評価・環境保全対策

(10km，1業務当り)

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

大 気 汚 染 1.0 2.0 2.5

予 水 質 汚 濁 0.5 1.0 1.0
測
評 騒 音 及 び 振 動 1.0 2.0 2.5
価
・ 地 盤 沈 下 0.5 0.5 1.0
環
境 地 形 ・ 地 質 0.5 0.5 1.0
保
全 植 物 0.5 1.0 1.0
対
策 動 物 1.0 1.5 1.5

景 観 0.5 1.0 1.0

（注）１．計上に当たっては，各区分のうち実施して報告書に取りまとめる必要のあるもののみ

を対象とすること。

２．道路延長10kmを基本としており，１km増減する毎に２％増減するものとする。

３．調査結果の報告書作成には，概要版及びその他説明資料は含まない。概要版及びその

他説明資料が必要な場合は上記補正後の歩掛の30％を別途計上する。

４．報告書等の印刷製本費等は，別途計上する。

4)環境影響評価準備書の作成

１．環境影響評価準備書（案）の作成については報告書の作成の各項目の70％を計上する。

２．道路延長10kmを基本としており，１km増減する毎に２％増減するものとする。

３．環境影響評価準備書（案）の作成には，概要版及びその他説明資料は含まない。概要版及

びその他説明資料が必要な場合は上記補正後の歩掛の30％を別途計上する。

４．環境影響評価準備書（案）等の印刷製本費等は，別途計上する。
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１－13 その他

(１) 大気汚染・現地調査・浮遊粒子状物質

1)計画準備

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

計 画 準 備 0.5 0.5

（注）１．１業務とは，浮遊粒子状物質の現地調査を単独で行う場合の業務の全体をいう。

2)点検及び調整

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

点 検 及 び 調 整 0.5 0.5

（注）１．本表は，浮遊粒子状物質の短期間（連続して７日間）現地調査を単独で発注した場合

に観測の当初に点検及び調整を行う歩掛の標準である。

２．２箇所以上を同時に観測する場合には，現地状況に合わせて，２箇所目以降について

別途考慮する。

３．超勤割増しは行わない。

４．必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労務費は

計上しない。

3)予測試験

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

予 備 試 験 0.5 0.5

（注）１．本表は，浮遊粒子状物質の測定を行う場合の標準である。

２．２箇所以上を同時に観測する場合で，予備試験が兼ねられる場合には，機器台数等考

慮のうえ，２箇所目以降について別途考慮する。
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4)現地測定

（１季１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

現 地 測 定 7.0

（注）１．本表は，原則として観測箇所に基地を設置し，浮遊粒子状物質を連続して７日間観測

する場合に適用する。

２．２箇所以上を同時に観測する場合は，現地状況に合わせ，２箇所目以降について別途

考慮する。

３．観測箇所及び本部（観測箇所が複数の場合は１箇所を本部と仮定する）との連絡につ

いては，必要に応じてライトバン運転費を計上する。ライトバンは1.5Ｌとし，運転労

務費は計上しない。

４．調査員は，計器類の日々の保守点検，記録用紙の取り替え，故障時の連絡等を行うも

のとし，保安要員を兼ねるものとする。

５．現地測定に使用する機械器具，電気，土地借り上げ等の損料は見積もりにより別途計

上する。

5)資料整理（一次整理）

（７資料当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

資料整理 一 次 整 理 1.0 1.5 1.5

（注）１．本表は，資料の読み取り，一覧表の作成に適用する。

２．１資料とは，24時間当りの資料をいう。

6)資料整理（二次整理）

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

資料整理 二 次 整 理 0.5 1.0 1.0

（注）１．本表は，一次整理資料を基にした作図，作表及び考察等に適用する。

7)準備及び跡片付け

（１箇所当り）

職 種 直 接 人 件 費

測量主 測 量 測 量 測 量 普 通 軽

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員 作業員

準 備 及 び 跡 片 付 け 0.5 1.5 1.5

（注）１．本表には，現地測定地点選定のための準備作業を含むこととする。

２．機材積み卸し（電気引き込みや，風向観測のための仮設材等必要な場合）として必要

に応じ，１箇所当り測量技師補1.0人，測量助手1.5人を別途計上できる。

３．単独に諸官庁等への手続きを必要とする場合には，１業務当り測量技師1.0人，測量

技師補1.0人を別途計上できる。



第２節 交通量推計業務

２－１－１ 適用範囲

本歩掛は、現況道路網をもとに、バイパス等に伴う将来道路網に対し将来交通量を推計し、整備計画等の

整理を行う業務に適用する。

２－１－２ 業務区分

交通量推計業務における業務区分は以下のとおりとする。

業 務 区 分 業 務 の 範 囲

業務目的・主旨を把握し、設計図書に示す業務内容を確認し、

計 画 準 備 業務概要、実施方針、業務工程、組織計画、打合せ計画等を記載

した業務計画書を作成する作業。

交通量配分用 現況データ作成 配分対象地域に即した現況道路網（ネットワーク、配分用条件）

の設定を行ったものを基に、ゾーニング、及び現況ＯＤ表を作成

データの作成 する作業。

将来データ作成 現況配分用データを基に将来交通量配分を行うためのネットワ

ークの作成、及び将来ＯＤ表を作成する作業。

交通量配分 現況交通量配分 現況配分用データを基に、交通量配分手法により配分計算を行

い、現況交通量との照合を行う作業。

将来交通量配分 将来配分用データを基に、交通量配分手法により配分計算を行

い、集計整理した評価項目について整理分析し、整備計画の基本

条件の整理を行う作業。

報 告 書 作 成 業務全体の成果をとりまとめ、報告書を執筆する作業。
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２－１－３ 標準歩掛

（１業務当り）

職 種 直 接 人 件 費

主 任 技 師 技 師 技 師
区 分 技師長 技術員

技 師 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

計 画 準 備
0.5 0.5 1.0

交 通 量 配 分 用 現況データ作成
2.5 4.0 6.0 9.0

デ ー タ の 作 成
将来データ作成

1.0 2.0 3.0 4.5

交 通 量 配 分 現況交通量配分
0.5 1.5 2.5 3.5 5.0

将来交通量配分
0.5 1.0 1.5 2.5 4.5

報 告 書 作 成
1.0 1.5 2.5 2.0 2.0

合 計
2.5 8.0 13.5 17.0 25.0

注１．上表歩掛の将来交通量配分は、将来配分のケース数が「１ケース」の場合である。

注２．既存の現況交通量配分結果を基に、将来交通量配分を行う場合は「交通量配分用データの作成（現況

データ作成）」及び「交通量配分（現況交通量配分）」は、計上しない。

注３．各業務区分には、照査を含む。

２－１－４ 標準歩掛の補正

「将来交通量配分」の、将来交通量配分のケース数による補正は、次式による。

将来交通量配分歩掛＝（標準歩掛）×｛１＋（ｎ－１）×０．２５｝

ｎ＝ケース数

注１．将来交通量配分のケース数は、１～２０ケースまでとし、２０ケースを超える場合は別途考慮する。

２－１－５ 電子計算機使用料

電子計算機使用料は、上表歩掛の直接人件費合計額に対し６％を計上する。

２－１－６ 設計協議

（１業務当り）

職 種 直接人件費
備 考

区 分 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ）

当 初 打 合 せ 0.5 0.5

中 間 打 合 せ 1.0 1.0 （２回）

成 果 納 入 時 0.5 0.5

注１．設計協議は、当初打合せ、中間打合せ（２回）、成果納入時の計４回を標準とする。
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第３節 洪水痕跡調査業務

３－１ 適用範囲

(1) この積算基準は，堤外側における洪水痕跡調査業務に適用する。

(2) この積算基準を適用できる業務は，流心延長距離が８０㎞までのものとする。

３－２ 業務費の構成

人件費等

材料費

機械経費

旅費交通費

直接調査費

直接経費 安全費

その他

洪水痕跡調査

業務価格

技術管理費 精度管理費

洪水痕跡調査業務費

間接調査費

諸経費

一般管理費等

消費税相当額

３－３ 業務費構成費目の内容

(1) 直接調査費

直接調査費は，次の各項目について計上する。

1)人件費等

人件費等は，当該調査業務に従事する者の人件費及び賃金である。なお名称及びその基準

日額等は別途定める。

2)材料費

材料費は，当該調査業務を実施するのに要する材料の費用である。

3)機械経費

機械経費は，当該調査業務を実施するのに要する費用である。その算定は，別に定められ

た「請負工事機械経費積算要領」に基づいて積算するものを除き，別途定める測量器械損料

等算定方法による。

4)直接経費

①旅費交通費

当該調査業務に従事する者に係る旅費・交通費であり「国土交通省所管旅費取扱規定」

に準じて行う。

②安全費

安全費は，調査業務における安全対策に要する費用であり、必要に応じて積み上げ計算

を行う。

③その他

機材運搬，伐木補償，車借上料などに要する費用を計上する。
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5)技術管理費

技術管理費として精度管理費を計上する。精度管理費は当該調査業務の精度を確保する為

に行う検測，精度管理表の作成及び機械器具の検定の費用であり，「測量業務積算基準」を

準用するものとする。ただし，精度管理費の対象額は，痕跡測量のみとする。

(2) 間接調査費

間接調査費は，動力用水光熱費，その他の費用で，直接調査費で積算された以外の費用及び

図面トレース等の専門業に外注する場合に必要となる間接的な経費，業務実績の登録等に要す

る費用である。なお，間接調査費は一般管理費等を合わせて諸経費として計上する。

(3) 一般管理費等は，一般管理費及び付加利益からなる。

1)一般管理費

一般管理費は，調査業務を実施する企業の本店及び支店における経費であって，役員報酬，

従業員給与手当，退職金，法定福利費，福利厚生費，事務用品費，通信交通費，動力用水光

熱費，広告宣伝費，交際費，寄付金，地代家賃，減価償却費，租税公課，保険料，雑費等を

含む。

2)付加利益

付加利益は，調査業務を実施する企業を継続的に運営するのに要する費用であって，法人

税，地方税，株主配当金，役員賞与金，内部留保金，支払利息及び割引料，支払保証料，そ

の他の営業外費用等を含む。

(4) 消費税相当額

消費税相当額は，消費税相当分とする。

３－４ 業務費の積算方式

業務費は，次式によって積算する。

業務費＝（直接調査費）＋（間接調査費）＋（一般管理費等）＋（消費税相当額）

＝（直接調査費）＋（諸経費）＋（消費税相当額）

＝〔（直接調査費）×｛１＋（諸経費率）｝〕×｛１＋（消費税）｝

諸経費

諸経費率は，「測量業務積算基準」の諸経費率を準用するものとする。

３－５ 業務内容

(1) 調査業務の構成

洪水痕跡調査業務 打合せ協議

計画準備

現地踏査

現地確認作業 痕跡の確認，痕跡状況写真撮影

痕跡のマーキング

痕跡位置の平面図への記入

痕跡測量 直接測量

間接測量

痕跡図及び写真集の作成 河川平面図

河川縦断図

河川横断図

痕跡状況写真集

点検整理
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(2) 打合せ協議

業務に必要な打合せであり，第１回打合せ，中間打合せ（１回），成果納入時の計３回を標

準とするが，必要に応じて中間打合せ回数を増減することができるものとする。

(3) 計画準備

業務に必要な作業計画，方法，工程及び作業編成，人員計画等の計画準備である。

(4) 現地踏査

現地踏査は，洪水の痕跡状況の把握，測量作業計画等のための事前調査である。

(5) 現地確認作業

現地確認作業は，洪水の痕跡位置を確認調査（聞き込み等による方法を含む）を行い，確認

された痕跡位置にマーキングをし，貸与された平面図にその位置を記入するものである。また

併せて痕跡状況写真の撮影を行う。

(6) 痕跡測量

痕跡測量は，堤外側における左右岸の痕跡位置，各１点の測量（高さ、位置）とし，測点間

隔は２００ｍを標準とする。

(7) 痕跡図及び写真集の作成

貸与された図面に，痕跡測量で得られた結果を記入し，下記の痕跡図面を作成する。また，

現地確認作業の結果を基に痕跡状況写真集を作成する。

1)河川平面図

河川平面図に洪水痕跡線を記入する。

2)河川縦断図

左右岸の各１点の痕跡測量結果に基づき，河川縦断図に左右岸別の縦断痕跡線を記入する

3)河川横断図

左右岸の各１点の痕跡測量結果に基づき，河川横断図に痕跡水位を記入する。

4)痕跡状況写真集

痕跡確認作業時に撮影した痕跡状況の写真集を作成する。

(8) 点検整理

痕跡測量についての計算点検，作図点検，作業実施報告書，社内点検，校正直し等を行うも

のである。



３－６ 標準歩掛

所 要 日 数 内 編 成 延 人 日 数

測 測 測 測 普 外 測 測 測 測 普 測 測 測 測 普
作 業 工 程

量 量 量 量 通 業 量 量 量 量 通 量 量 量 量 通

及 び 主 技 技 助 作 の 主 技 技 助 作 主 技 技 助 作
計

任 師 師 手 業 別 任 師 師 手 業 任 師 師 手 業
標 準 作 業 量

技 補 員 技 補 員 技 補 員

師 師 師

第一回打合せ
内 0.5 0.5 1.0

１ 業 務 当 り

中 間 打 合 せ
打合せ協議 内 0.5 0.5

１ 業 務 当 り

成果品納入時
内 0.5 0.5 1.0

１ 業 務 当 り

計 画 準 備
内 0.5 1.0 1.0 2.5

１ 業 務 当 り

現 地 踏 査
0.5 0.5 0.5 外 1 1 1 0.5 0.5 0.5 1.5

１ ０ ㎞ 当 り

痕跡の確認、
痕跡状況写真撮影 0.5 0.5 0.5 外 2 2 2 1.0 1.0 1.0 3.0
１０㎞当り

痕跡のマーキング
現地確認作業 0.5 0.5 0.5 外 2 2 2 1.0 1.0 1.0 3.0

１０㎞当り

痕跡位置の
平面図への記入 0.5 0.5 0.5 外 2 2 2 1.0 1.0 1.0 3.0
１０㎞当り

直 接 測 量
1.5 3.0 3.0 3.0 外 1 1 1 1 1.5 3.0 3.0 3.0 10.5

１ ０ ㎞ 当 り

痕 跡 測 量

間 接 測 量
1.0 2.0 2.0 2.0 外 1 1 1 1 1.0 2.0 2.0 2.0 7.0

１ ０ ㎞ 当 り

河 川 平 面 図
内 1.5 4.0 4.0 9.5

１ 業 務 当 り

河 川 縦 断 図
内 1.5 3.5 3.5 8.5

痕跡図及び １ 業 務 当 り

写真集の作成 河 川 横 断 図
内 1.0 2.0 2.0 5.0

１ 業 務 当 り

痕跡状況写真集
内 0.5 2.0 2.0 4.5

１ 業 務 当 り

点 検 整 理
内 0.5 1.0 1.0 2.5

１ ０ ㎞ 当 り

注）痕跡測量は、直接測量を標準とし、間接測量は、直接測量が実施できない場合に適用するものとする。
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機械経費の構成 通信運搬費等の構成 材料費の構成
作 業 工 程

及 び
名 称 規 格 単位 数量 項 目 備 考 品 名 規 格 単位 数量 適 用

標準作業量

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台日 0.5 ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ㍑ 2.9 2.9㍑＊1.0ｈ

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台時 1.0 雑 品 式 １

現 地 踏 査 雑 器 材 式 １

１０㎞当り 各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 適 用

機械経費 3.5 % 通信運搬費等 0 % 材料費 1.0 %

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台日 1.5 木 杭 4.5*4.5*45 本 51

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台時 3.0 ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ㍑ 8.7 2.9㍑＊3.0ｈ

現地確認作業 雑 器 材 式 １ 雑 品 式 １

１０㎞当り 各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 適 用

機械経費 2.5 % 通信運搬費等 0 % 材料費 5.0 %

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台日 3.0 ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ㍑ 17.4 2.9㍑＊6.0ｈ

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台時 6.0 雑 品 式 １

ﾚ ﾍ ﾞ ﾙ ３級 台日 3.0
直 接 測 量

雑 器 材 式 １
１０㎞当り

各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 適 用

機械経費 4.0 % 通信運搬費等 0 % 材料費 1.0 %
痕跡測量

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台日 2.0 ｶ ﾞ ｿ ﾘ ﾝ ㍑ 11.6 2.9㍑＊4.0ｈ

ﾗ ｲ ﾄ ﾊ ﾞ ﾝ １．５Ｌ 台時 4.0 雑 品 式 １

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ ３級 台日 2.0
間 接 測 量

雑 器 材 式 １
１０㎞当り

各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 適 用

機械経費 4.0 % 通信運搬費等 0 % 材料費 1.0 %

雑 品 式 １

痕跡図及び

写真集の作成

１業務当り 各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 適 用

機械経費 0 % 通信運搬費等 0 % 材料費 1.5 %

雑 品 式 １

点 検 整 理

１０㎞当り
各費目の直接人件費に対する割合

費 目 割 合 費 目 割 合 費 目 割 合 適 用

機械経費 0 % 通信運搬費等 0 % 材料費 5.0 %

３－７ 標準歩掛の変化率

（１） 地形による変化率

適用作業：現地踏査，現地確認作業，痕跡測量

地 形 平 地 山 地

＋０．９変化率 ０．０

（注）１．「測量業務積算基準」の平地及び丘陵地を平地、低山地及び高山地を山地とする。

２．平地及び山地にまたがる場合は、各延長を用いた加重平均値を小数第２位まで算出する。

4-1-40



第４節 河川水辺環境調査（河川空間利用実態調査）

４－１ 河川水辺環境調査（河川空間利用実態調査）業務積算基準

４－１－１ 適用

この積算基準は，河川水辺環境調査(河川空間利用実態調査編)を業務委託により実施する場合に

適用する。

調査の内容は，「平成５年度 河川水辺の国勢調査マニュアル(案)（河川空間利用実態調査編）建

設省河川局治水課」（以下「マニュアル案」という。）によるものとする。

調査実施日は，表４．１を基準とする。

表４．１ 調査実施日

季節 実 施 日 河川空間利用者数調査 アンケート調査

4月29日（みどりの日） ○
休日

春季 5月 5日（こどもの日） ○

平日 5 月 の 第 3 月 曜 日 ○

休日 7 月 の 最 終 日 曜 日 ○ ○
夏季
平日 7月の最終日曜日の翌日 ○

秋季 休日 11月3日（文化の日） ○

冬季 休日 1月15日（成人の日） ○

計 7回 1回

４－１－２ 河川水辺環境調査（河川空間利用実態調査）業務委託料の積算及び構成

業務委託料の積算は，第１編第１章測量業務積算基準に準ずるものとし，業務委託料の構成は以

下のとおりとする。

直接人件費 事務用品費

直接業務費 旅費交通費

直接経費 電子計算機使用料

及び機械器具損料

業務価格 特許使用料,その他

業務委託料 間接業務費 諸経費 の直接経費

消費税相当額

４－１－３ 業務の構成

(１) 計画準備

計画準備では，第１回打合せに先立ち業務全般を見通し，調査の要点を確認し，業務計画書

を作成する。

(２) 打合せ

打合せは，業務着手時，各作業の中で主要な区切りの時点及び成果品納品時に行う。

(３) 河川空間利用実態調査

河川空間利用実態調査とは，マニュアル案に基づく河川空間の利用者数の実態調査とその集

計を行うまでの業務である。

(４) アンケート調査

アンケート調査とは，マニュアル案に基づく河川空間利用に対する利用者へのアンケート調

査とその集計を行うまでの業務である。

(５) 水系様式の作成

水系様式の作成は，マニュアル案に基づくとりまとめを水系単位で実施し，水系ごとに様式

を作成するまでの業務である。
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４－１－４ 歩掛使用上の留意点

(１) 歩掛の構成

この歩掛は，河川空間利用実態調査及びアンケート調査については，一箇所または一定延長

における７日間１回当り（アンケート１日１回）の現地調査の歩掛を示している。

表４．２ 歩掛運用の仕方

業務の項目 仕 様

計 画 準 備 1業務当りの標準歩掛

打 合 せ 1業務当りの標準歩掛

河川空間利用 有料施設区域の調査 1業務当りの標準歩掛

実 態 調 査 定 点 観 測 1箇所当りの標準歩掛

区 間 観 測 10㎞当りの標準歩掛

集計(様式Ａ－1～6) 10㎞当りの標準歩掛

アンケート 調 査 の 実 態 1箇所当りの標準歩掛

調 査 集計(様式Ｃ－1～6) 1箇所当りの標準歩掛

水系様式の作成(様式Ｄ－1～5) 1業務当りの標準歩掛

報 告 書 の 作 成 1業務当りの標準歩掛

(２) 打合せ

各段階における打合せの歩掛は次表を標準とする。

職 種 測量主 測 量 測 量
備 考

打合せ時期 任技師 技 師 技師補

第 1 回 打 合 せ 0.5 0.5

中 間 打 合 せ 0.5 0.5 1回当り

成 果 品 納 品 時 0.5 0.5

（注）１．各作業の中で主要な区切りの時点で中間打合せを行うものとする。

２．中間打合せは各季別に１回程度行うものとする。

３．打合せ回数は，特記仕様書に明示するものとする。

４．第１回打合せ及び成果品納品時には，原則として主任技術者が立ち会うよう特記仕

様書に明示するものとする。

４－２ 河川水辺環境調査(河川空間利用実態調査)業務標準歩掛

職 種 測量主 測 量 測 量 測 量 普 通

区 分 任技師 技 師 技師補 助 手 作業員

計 画 準 備 1.0 1.0 1.5 1.0

河川空間利用 有料施設区域の調査(1業務当り) 0.5

実 態 調 査 定 点 観 測(1箇所当り) 0.5 1.5 3.0

区 間 観 測 (10㎞当り) 1.5 3.0

(7回1式) 集計(様式Ａ－1～6) (10㎞当り) 0.5

アンケート調査 調 査 の 実 態(1箇所当り) 0.5 0.5

(1回当り) 集計(様式Ｃ－1～6)(1箇所当り) 0.5 0.5

水 系 様 式 の 作 成 ( 様 式 Ｄ － 1 ～ 5 ) 0.5 3.0 3.0

報 告 書 の 作 成 0.5 1.0 1.5 5.0
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歩掛使用上の留意点

①実態調査は年間７回調査を実施する標準歩掛である。

②有料施設区域の調査は１業務当りとし，有料施設が６箇所以内を対象とする。

③区間観測は定点観測区間を除く区間の観測歩掛で，調査対象区間の延長は200㎞以下とする。

④定点観測及び区間観測は，高水敷等に樹林等の障害物があり観測が困難な場合，あるいは高水

敷が広く観測が困難な場合については別途積算する。

⑤実態調査集計(様式Ａ－１～６)並びに水系様式の作成は，ブロック数が８箇所，また定点区域

が21箇所以下を標準とする。

⑥上記の範囲を超えるものは別途積算とする。



第５節 河川水辺環境調査（生物調査）

５－１ 河川水辺環境調査(生物調査)業務積算基準

５－１－１ 適用範囲

この積算基準は，河川水辺環境調査 河川版（生物調査）を業務委託により実施する場合に適用す

る。

調査の内容は，「平成９年度 河川水辺の国勢調査マニュアル 河川版（生物調査編）建設省河川

局河川環境課」（以下「マニュアル」という。）によるものとする。

また，現地調査地点数,確認種数等による適用範囲は表５．１のとおりであり，範囲外の業務は別

途積算する。

表５．１ 河川水辺の国勢調査(生物調査)適用範囲

調査規模 現 地 調 査 延 べ 現 地 現 地 調 査 延べ現地調 文 献 整 理 現 地 確 認

種 類 地 点 数 調査地点数 面 積(ha) 査面積(ha) 種 数 種 数

魚 介 類 1～13 1～20 － － 90以下 1～60

底 生 動 物 1～15 1～36 － － 270以下 1～210

植 物 － － 50～1,450 50～1,450 750以下 1～800

鳥 類 1～12 7～52 － － 370以下 30～130

両生類・爬虫類
1～14 1～51 － － 70以下 1～50

・ 哺 乳 類

陸上昆虫類等 1～12 1～39 － － 1,550以下 100～1,300

（注）１．現地調査地点数とは植物調査を除く調査の現地調査地点数である。

２．延べ現地調査地点数とは，現地調査地点数に年間の調査回数を乗じたものである。

３．現地調査面積とは，植物調査における植生分布調査の対象区域のうち水面を除いた

面積である。

４．延べ現地調査面積とは，現地調査面積に調査回数を乗じたものである。

５．文献整理種数とは，既存文献の調査により調査対象河川内で確認された種数である。

６．現地確認種数とは，既存の現地調査により確認された種数である。

５－１－２ 業務委託料の積算

業務委託料の積算は，第３編第１章設計業務等積算基準に準ずるものとする。

５－１－３ 業務の構成

(１) 計画準備

計画準備では，第１回打合せに先立ち業務全般を見通し，調査の要点を確認し，業務計画書

を作成する。

(２) 打合せ

打合せは，業務着手時，各作業の中で主要な区切りの時点及び成果品納品時に行う。

(３) 事前調査

事前調査とは，文献調査，聞き取り調査及びそれらをマニュアルに基づいた様式に作成する

までの業務である。なお，植物調査における概略植生区分（予察図作成）は，この項目に含ま

れる。

(４) 現地調査

①現地調査計画策定

現地調査計画策定とは，事前調査に基づき現地調査を行い，現地調査地点,調査時期,調査

方法の選定等を行って現地調査計画の検討,策定をする業務である。現地調査計画は，調査成

果に大きく影響することから細心の注意を行わなければならない。なお，魚介類調査におけ

る特別採捕許可申請の行為及び費用は，本項目に含まれる。
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②現地調査

現地調査とは，現地調査計画に基づき調査地に赴き，資料の採取,同定,計測,写真撮影等を

行い，標本作成の必要なものは標本作成を含む。

(５) 調査成果のとりまとめ

調査成果のとりまとめは，現地で得られた調査成果について同定の確認を行うとともに，調

査成果全体をマニュアルに基づきとりまとめる業務である。この段階で，調査成果の内容につ

いて十分な照査を行うことにより，調査成果の精度を確保する。また，生物の生息と河川環境

との関わりについて考察する。

とりまとめられた成果を整理し，年鑑原稿の作成を行う。

５－１－４ 歩掛使用上の留意点

(１) 歩掛の構成

この歩掛は計画準備，事前調査，現地調査計画策定，現地調査（１業務当り），室内分析，

調査成果のとりまとめについては，標準歩掛を，現地調査については，10地点，一定延長また

は一定面積における１回当りの歩掛を示している。

また，事前調査，現地調査計画策定，現地調査（１業務当り），室内分析ならびに調査成果

のとりまとめは業務量に応じて標準歩掛に乗ずる補正係数を設定している。

表５．２ 歩掛運用の仕方

標準歩掛に乗ずる
業 務 の 項 目 仕 様

補正係数の有無

計 画 準 備 1業務当りの標準歩掛 無し

打 合 せ 1業務当りの各段階における打合せ 無し

の標準歩掛

事前調査 文 献 調 査 1業務当りの標準歩掛 有り

聞 き 取 り 調 査

現地調査 現 地 踏 査 1業務当りの標準歩掛 有り

計画策定 調 査 方 法 の 選 定

採捕のための措置

現地調査計画書の作成

現 地 調 査 10地点，一定延長または一定面積 無し

1回当りの現地調査の歩掛

現地調査 写 真 撮 影 1業務当りの標準歩掛 有り

その他の生物記録等

室内分析 同 定 ・ 計 測 1業務当りの標準歩掛 有り

標本の作成及び保管 (底生動物調査，陸上昆虫類等調査)

調 査 成 果 の と り ま と め 1業務当りの標準歩掛 有り

報 告 書 の 作 成 1業務当りの標準歩掛 無し

(２) 打合せ

各段階における打合せの歩掛は次表を標準とする。

・魚介類調査，底生動物調査，植物調査，鳥類調査，両生類・爬虫類・哺乳類調査，陸上昆

虫類等調査に適用する。
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職 種 主 任 技 師 技 師
備 考

打合せ時期 技 師 (Ａ) (Ｂ)

第 1 回 打 合 せ 0.5 0.5

中 間 打 合 せ 0.5 0.5 1回当り

成 果 品 納 品 時 0.5 0.5

（注）１．打合せは各調査種類を単独で行う場合，あるいは複数の調査種類を一括調査を行う

場合でも一業務として計上する。

２．各作業の中で主要な区切りの時点で中間打合せを行うものとする。

３．打合せ回数は，調査規模等に応じ必要回数を計上する。

４．打合せ回数は，特記仕様書に明示するものとする。

５．第１回打合せ及び成果品納品時には，原則として管理技術者が立ち会うよう特記仕

様書に明示するものとする。

(３) 事前調査

この歩掛は，調査対象河川で２巡目以降の調査の際の歩掛である。初めて実施する調査につ

いては別途積算とする｡

(４) 現地調査

①現地調査歩掛

現地調査の歩掛は，調査方法毎の10現地調査地点，一定延長または一定面積における１回

当りの歩掛である。

調査区間の延長，現地調査面積が示されているものについては，調査区間の延長，現地調

査面積の増減に応じ，歩掛も増減する。【例：２地点２回の調査の場合：修正された歩掛＝

（10地点１回当りの歩掛）/（10地点）×（２地点×２回）】

また，複数の調査方法を併用する場合は，各調査方法の歩掛を積上げ計上するものとする。

②現地調査地点間の移動

現地調査地点間の移動については，本歩掛に含まれている。ただし，旅費交通費は別途

積算とする。

③現地調査の作業環境

現地調査の歩掛は，一般的な気象条件ならびに作業環境でのものである。例えば，冬季の

調査で多量の積雪がある場合等は，別途積算とする。

(５) 歩掛の補正係数

事前調査，現地調査計画策定，現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のとりまとめ

については，現地調査地点数（または現地調査面積），延べ現地調査地点数（または延べ現地

調査面積），文献整理種数及び現地確認種数により，標準歩掛に補正係数を次のように乗ずる。

①事前調査，現地調査計画策定

修正された歩掛＝標準歩掛×(現地調査地点数による補正係数)×(文献整理種数による補正

係数）

②現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のとりまとめ

修正された歩掛＝標準歩掛×(延べ現地調査地点数による補正係数)×(現地確認種数による

補正係数）

(６) 複数調査項目の単一業務積算

①魚介類調査と底生動物調査

現地調査計画策定については，底生動物調査の歩掛に0.8を乗じて魚介類調査の歩掛に加算

する。

修正された歩掛＝0.8×(底生動物の歩掛)＋(魚介類の歩掛)

その他の調査については，各々別個に積算し加算するものとする。
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②その他の組み合わせ

各々の調査項目について積算し加算するものとする。

(７) 複数河川の単一業務積算の場合の確認種数の取扱い

複数のとりまとめ対象河川となる本川級の河川の調査を単一の業務として積算する場合にお

いては，文献整理種数,現地確認種数についてはそれぞれの河川別に計上し，加算した値をもと

に積算するものとする。

(８) その他

マニュアルに含まれない業務を併せて行う場合は，別途積算する。

５－２ 河川水辺環境調査(生物調査)業務標準歩掛

５－２－１ 魚介類調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 1.0 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 1.0 2.0 2.5 1.5

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 0.5 0.5 0.5

計 画 策 定 調 査 方 法 の 選 定

採捕のための措置 0.5 0.5 2.0 1.5 0.5

(1業務当り) 現地調査計画書の作成

現 地 調 査 投 網 3.0 3.0 3.0

タ モ 網 2.0 2.0

定 置 網 3.0 3.0 3.0
現

刺 網 3.0 3.0 3.0

地 サ デ 網 1.0 1.0

潜 水 に よ る 捕 獲 1.0 1.0 1.0
調

は え な わ ・ ど う 2.0 2.0

査 地 引 き 網 2.0 4.0

(10地点 玉 網 1.0 1.0

1回当り) セ ル び ん 3.0

現 地 調 査 調査地区・箇所の把握

同 定 ・ 計 測

標本の作成及び保管 0.5 1.0 2.5 2.5

写 真 撮 影

(1業務当り) そ の他の生物記録

調 査 成 果 の 事前調査様式の作成

と り ま と め 現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成

写 真 の 整 理 0.5 0.5 2.0 5.0 6.0 12.0

水 系 様 式 の 作 成

他調査成果の活用

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.0 2.0 2.0



4-1-48

（注）１．魚介類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，現地調査地点

数３以上９未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係数は，表５．３に

よるものとする。

表５．３ 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

1以上3未満 0.8 9以上13以下 1.2

3以上9未満 1.0

２．魚介類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調査によ

る文献整理種数50以上70未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正係数は，

表５．４によるものとする。

表５．４ 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

30未満 0.6 50以上70未満 1.0

30以上50未満 0.8 70以上90以下 1.2

３．魚介類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のとりまとめについて

は，延べ現地調査地点数10以上15未満の場合の歩掛である。延べ現地調査地点数によ

る補正係数は，表５．５によるものとする。

表５．５ 延べ現地調査地点数による補正係数

延べ現地調査地点数 補正係数 延べ現地調査地点数 補正係数

10未満 0.8 15以上20以下 1.2

10以上15未満 1.0

４．魚介類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のとりまとめについて

は，現地確認種数20以上40未満の場合の歩掛である。現地確認種数による補正係数は，

表５．６によるものとする。

表５．６ 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

20未満 0.8 40以上60以下 1.2

20以上40未満 1.0
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５－２－２ 底生動物調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 1.0 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 0.5 2.0 2.5 0.5

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 0.5 0.5 0.5

計 画 策 定 調 査 方 法 の 選 定

採 捕 の た め の 措 置 0.5 1.0 2.0 1.0 1.0

(1業務当り) 現地調査計画書の作成

現 地 淡 水 域 定 性 採 集 2.0 3.0 3.0

現 調 査 定 量 採 集 2.0 3.0 3.0

汽 水 域 定 性 採 集 2.0 2.0 2.0
地

定 量 採 集 2.0 2.0 2.0

調 ｻﾝﾌﾟﾙの 定 性 採 集 2.0 2.0

(10地 整理固定 定 量 採 集 2.0 2.0
査
点1回 調査箇所 淡 水 域 1.0

当り) の 測 定 汽 水 域 1.0

調査地区・箇所の把握現 地 調 査

写 真 撮 影
0.5 0.5 0.5

サ ン プ ル の 固 定

(1業務当り) そ の 他 の 生 物 記 録

室 内 分 析 ソーティング･同定･計数

湿重量の測定(定量採集) 0.5 3.5 8.0 9.0 11.0

(1業務当り) 標本の作成及び保管

調査成果のとりまとめ 事前調査様式の作成

現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成

写 真 の 整 理 0.5 1.0 2.0 7.0 10.0 16.5

水 系 様 式 の 作 成

他 調 査 成 果 の 活 用

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.0 2.0 2.0

（注）１．底生動物調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，現地調査地

点数５以上８未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係数は，表５．７

によるものとする。

表５．７ 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

1以上5未満 0.8 8以上12未満 1.2

5以上8未満 1.0 12以上15以下 1.4

２．底生動物調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調査に

よる文献整理種数80以上160未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正係数は，

表５．８によるものとする。
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表５．８ 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

30未満 0.6 80以上160未満 1.0

30以上80未満 0.8 160以上270以下 1.2

３．底生動物調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のとりま

とめについては，延べ現地調査地点数９以上22未満の場合の歩掛である。延べ現地調

査地点数による補正係数は，表５．９によるものとする。

表５．９ 延べ現地調査地点数による補正係数

延べ現地調査地点数 補正係数 延べ現地調査地点数 補正係数

4以上 9未満 0.8 22以上29未満 1.2

9以上22未満 1.0 29以上36以下 1.4

４．底生動物調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のとりま

とめについては，現地確認種数40以上150未満の場合の歩掛である。現地確認種数によ

る補正係数は，表５．10によるものとする。

表５．10 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

40未満 0.8 150以上210以下 1.2

40以上150未満 1.0
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５－２－３ 植物調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 1.0 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査

聞 き 取 り 調 査
0.5 2.5 2.5 6.0 6.0

植生図の下図の作成

(1業務当り) 航空写真の読みとり

現 地 調 査 現 地 踏 査 0.5 1.0 0.5

計 画 策 定 調 査 方 法 の 設 定
0.5 1.5 2.5 1.0 0.5

(1業務当り) 現地調査計画書の作成

植 生 図 作 成 調 査 裸 地 ， 芝 地 1.0 1.0 1.0 1.0

草 地 2.0 2.0 2.0 2.0

(100ha1回当り) 樹 林 2.0 2.0 2.0 2.0
現
群 落 組 成 調 査 裸 地 ， 芝 地 1.0 1.0 1.0

地 ( コ ド ラ ー ト ) 草 地 1.0 1.0 1.0

(10ｺﾄﾞﾗｰﾄ1回当り) 樹 林 1.0 1.0 1.0
調
植 物 相 調 査 裸 地 ， 芝 地 2.0 2.0

査 草 地 4.0 4.0

(100ha1回当り) 樹 林 5.0 5.0

現 地 調 査 標 本 の 作 成

写 真 撮 影 1.0 1.5 4.0 2.5

(1業務当り) 同 定

調査成果のとりまとめ 事前調査様式の作成

現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成

写 真 の 整 理 0.5 1.5 4.5 9.0 19.5 36.0

水 系 様 式 の 作 成

他調査成果の活用

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.5 2.5 3.5

※１)現地調査のうち主体となる植生が複合しており明確でない場合は，草地の歩掛を適用する。

２)モニター種調査については別途積算とする。

（注）１．植物調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，植生分布調査の

現地調査面積250以上700(ha)未満の場合の歩掛である。現地調査面積による補正係数

は，表５．11によるものとする。

表５．11 現地調査面積による補正係数

現地調査面積(ha) 補正係数 現地調査面積(ha) 補正係数

50以上250未満 0.8 950以上1,300未満 1.4

250以上700未満 1.0 1,300以上1,450以下 1.6

700以上950未満 1.2
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２．植物調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調査による

文献整理種数300以上580未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正係数は，

表５．12によるものとする。

表５．12 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

50未満 0.6 300以上580未満 1.0

50以上300未満 0.8 580以上750以下 1.2

３．植物調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のとりまとめについては，

延べ現地調査面積500以上850(ha)未満の場合の歩掛である。延べ現地調査面積による

補正係数は，表５．13によるものとする。

表５．13 延べ現地調査面積による補正係数

延べ現地調査面積(ha) 補正係数 延べ現地調査面積(ha) 補正係数

150未満 0.6 850以上1,150未満 1.2

150以上500未満 0.8 1,150以上1,450以下 1.4

500以上850未満 1.0

４．植物調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のとりまとめについては，

現地確認種数250以上550未満の場合の歩掛である。現地確認種数による補正係数は，

表５．14によるものとする。

表５．14 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

250未満 0.8 550以上800以下 1.2

250以上550未満 1.0
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５－２－４ 鳥類調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 1.0 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 0.5 2.0 3.0 2.5

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 1.0 0.5 0.5

計 画 策 定 調 査 方 法 の 設 定
0.5 1.5 1.5 1.0 1.0

(1業務当り) 現地調査計画書の作成
現
現 地 調 査 ライン・センサス法

3.0 3.0
地 (1地点3㎞当り)

定 点 記 録 法 2.0 2.0
調

夜 間 調 査
3.0 3.0

査 (10地点 (1地点3㎞当り)

1回当り) 集 団 分 布 地 調 査 1.0 1.0

現 地 調 査
写 真 撮 影 1.0 1.0 1.0

(1業務当り)

調 査 成 果 の 事前調査様式の作成

と り ま と め 現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成

写 真 の 整 理 0.5 0.5 4.5 6.5 16.5 25.0

水 系 様 式 の 作 成

他調査成果の活用

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.5 3.0 3.5

（注）１．鳥類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，現地調査地点数

４以上９未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係数は，表５．15によ

るものとする。

表５．15 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

1以上4未満 0.8 9以上12以下 1.2

4以上9未満 1.0

２．鳥類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調査による

文献整理種数100以上170未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正係数は，

表５．16によるものとする。

表５．16 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

20未満 0.4 100以上170未満 1.0

20以上 60未満 0.6 170以上270未満 1.2

60以上100未満 0.8 270以上370以下 1.4
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３．鳥類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のとりまとめについては，

延べ現地調査地点数21以上37未満の場合の歩掛である。延べ現地調査地点数による補

正係数は，表５．17によるものとする。

表５．17 延べ現地調査地点数による補正係数

延べ現地調査地点数 補正係数 延べ現地調査地点数 補正係数

7以上14未満 0.6 37以上45未満 1.2

14以上21未満 0.8 45以上52以下 1.4

21以上37未満 1.0

４．鳥類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のとりまとめについては，

現地確認種数60以上90未満の場合の歩掛である。現地確認種数による補正係数は，表

５．18によるものとする。

表５．18 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

30以上60未満 0.8 90以上130以下 1.2

60以上90未満 1.0
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５－２－５ 両生類・爬虫類・哺乳類調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 1.0 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 0.5 2.0 2.0 1.0

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 0.5 1.0 0.5

計 画 策 定 調 査 方 法 の 設 定
0.5 1.0 2.5 1.0 1.0

(1業務当り) 現地調査計画書の作成

現地調査 両生類 捕 獲 確 認
2.0 2.0 2.0 2.0

現 爬虫類

哺乳類 目 撃 法
地 2.0 2.0 2.0

調 フィールドサイン法
2.0 2.0 2.0

査
(10地点 ト ラ ッ プ 法

3.0 3.0
1回当り) (1晩当り)

現 地 調 査 同 定 ・ 計 測

標本の作成及び保管 0.5 0.5 2.0 0.5

(1業務当り) 写 真 撮 影

調査成果のとりまとめ 事前調査様式の作成

現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成

写 真 の 整 理 0.5 0.5 3.0 10.0 10.0 13.0

水 系 様 式 の 作 成

他調査成果の活用

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 0.5 1.5 2.0 2.5

（注）１．両生類・爬虫類・哺乳類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定について

は，現地調査地点数５以上９未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係

数は，表５．19によるものとする。

表５．19 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

1以上5未満 0.8 9以上14以下 1.2

5以上9未満 1.0

２．両生類・爬虫類・哺乳類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定について

は，事前調査による文献整理種数20以上40未満の場合の歩掛である。文献整理種数に

よる補正係数は，表５．20によるものとする。
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表５．20 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

5未満 0.6 40以上55未満 1.2

5以上20未満 0.8 55以上70以下 1.4

20以上40未満 1.0

３．両生類・爬虫類・哺乳類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のと

りまとめについては，延べ現地調査地点数15以上30未満の場合の歩掛である。延べ現

地調査地点数による補正係数は，表５．21によるものとする。

表５．21 延べ現地調査地点数による補正係数

延べ現地調査地点数 補正係数 延べ現地調査地点数 補正係数

10以上15未満 0.8 30以上51以下 1.2

15以上30未満 1.0

４．両生類・爬虫類・哺乳類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のと

りまとめについては，現地確認種数15以上30未満の場合の歩掛である。現地確認種数

による補正係数は，表５．22によるものとする。

表５．22 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

15未満 0.8 30以上50以下 1.2

15以上30未満 1.0
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５－２－６ 陸上昆虫類等調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 1.0 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 2.0 2.0 1.5 1.5

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 1.0 0.5 0.5

計 画 策 定 調 査 方 法 の 設 定
0.5 2.0 2.0 1.0 1.0

(1業務当り) 現地調査計画書の作成

現 地 調 査 見 つ け 採 り 法
4.0 4.0

現 目 撃 法
4.0 4.0

地
石 お こ し 採 集 法

3.0 3.0
調

ビ ー テ ィ ン グ 法
査 2.0 2.0

ス ウ ィーピング法 2.0 2.0

(10地点 ベイトトラップ法 5.0 5.0

1回当り) ラ イトトラップ法 6.0 6.0

現 地 調 査
写 真 撮 影 0.5 1.0 1.0

(1業務当り)

室 内 分 析 同 定 ・ 計 数
6.0 13.0 12.0 13.5 6.5

(1業務当り) 標本の作成及び保管

調 査 成 果 の 事前調査様式の作成

と り ま と め 現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成

写 真 の 整 理 0.5 1.0 6.0 6.5 10.0 20.5

水 系 様 式 の 作 成

他調査成果の活用

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.5 2.0 2.5

（注）１．陸上昆虫類等調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，現地調

査地点数５以上９未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係数は，表５．

23によるものとする。

表５．23 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

3以上5未満 0.8 9以上12以下 1.2

5以上9未満 1.0

２．陸上昆虫類等調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調

査による文献整理種数300以上850未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正

係数は，表５．24によるものとする。
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表５．24 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

150未満 0.6 300以上 850未満 1.0

150以上300未満 0.8 850以上1,550以下 1.2

３．陸上昆虫類等調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のと

りまとめについては，延べ現地調査地点数15以上30未満の場合の歩掛である。延べ現

地調査地点数による補正係数は，表５．25によるものとする。

表５．25 延べ現地調査地点数による補正係数

延べ現地調査地点数 補正係数 延べ現地調査地点数 補正係数

15未満 0.8 30以上44以下 1.2

15以上30未満 1.0

４．陸上昆虫類等調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のと

りまとめについては，現地確認種数300以上850未満の場合の歩掛である。現地確認種

数による補正係数は，表５．26によるものとする。

表５．26 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

100以上300未満 0.8 850以上1,300以下 1.2

300以上850未満 1.0



第６節 河川水辺環境調査（ダム湖版生物調査）

６－１ 河川水辺環境調査(ダム湖版生物調査)業務積算基準

６－１－１ 適用範囲

この積算基準は，河川水辺環境調査 ダム湖版（生物調査）を業務委託により実施する場合に適用

する。

調査の内容は，「平成６年度 河川水辺の国勢調査マニュアル(案) ダム湖版（生物調査編）建設

省河川局開発課」（以下「マニュアル案」という。）によるものとする。

また，現地調査地点数,確認種数による適用範囲は表６．１のとおりであり，範囲外の業務は別途

積算する。

表６．１ 河川水辺の国勢調査(ダム湖版生物調査)適用範囲

調査規模 現地調査 現地調査 文献整理 現地確認

種 類 地 点 数 面積(ha) 種 数 種 数

魚 介 類 1～13 － 90以下 1～60

底 生 動 物 1～15 － 270以下 1～210

植 物 － 50～1,450 750以下 1～800

鳥 類 1～12 － 370以下 30～130

両生類・爬虫類
1～14 － 70以下 1～50

・ 哺 乳 類

陸上昆虫類等 1～12 － 1,550以下 100～1,800

（注）１．現地調査地点数とは植物調査を除く調査の現地調査地点数である。

２．現地調査面積とは，植物調査における植生分布調査の対象区域のうち水面を除いた

面積である。

３．文献整理種数とは，既存文献の調査により調査対象河川内で確認された種数である。

４．現地確認種数とは，既存の現地調査により確認された種数である。

６－１－２ 業務委託料の積算

業務委託料の積算は，第３編第１章設計業務等積算基準に準ずるものとする。

６－１－３ 業務の構成

(１) 計画準備

計画準備では，第１回打合せに先立ち業務全般を見通し，調査の要点を確認し，業務計画書

を作成する。

(２) 打合せ

打合せは，業務着手時，各作業の中で主要な区切りの時点及び成果品納品時に行う。

(３) 事前調査

事前調査とは，文献調査，聞き取り調査及びそれらをマニュアル案に基づいた様式に作成す

るまでの業務である。なお，植物調査における概略植生区分（予察図作成）は，この項目に含

まれる。

(４) 現地調査

①現地調査計画策定

現地調査計画策定とは，事前調査に基づき現地調査を行い，現地調査地点,調査時期,調査

方法の選定等を行って現地調査計画策定をする業務である。現地調査計画は，調査成果に大

きく影響することから細心の注意を行わなければならない。なお，魚介類調査における特別

採捕許可申請の行為及び費用は，本項目に含まれる。
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②現地調査

現地調査とは，現地調査計画に基づき調査地に赴き，資料の採取,同定,計測,写真撮影等を

行い，標本作成の必要なものは標本作成を含む。

(５) 調査成果のとりまとめ

調査成果のとりまとめは，現地で得られた調査成果について同定の確認を行うとともに，調

査成果全体をマニュアル案に基づきとりまとめる業務である。この段階で，調査成果の内容に

ついて十分な照査を行うことにより，調査成果の精度を確保する。また，生物の生息と河川環

境との関わりについて考察する。

とりまとめられた成果を整理し，年鑑原稿の作成を行う。

６－１－４ 歩掛使用上の留意点

(１) 歩掛の構成

この歩掛は計画準備，事前調査，現地調査計画策定，現地調査（１業務当り），室内分析，

調査成果のとりまとめについては，標準歩掛を，現地調査については，10地点，一定延長また

は一定面積における１回当りの歩掛を示している。

また，事前調査，現地調査計画策定，現地調査（１業務当り），室内分析ならびに調査成果

のとりまとめは業務量に応じて標準歩掛に乗ずる補正係数を設定している。

表６．２ 歩掛運用の仕方

標準歩掛に乗ずる
業 務 の 項 目 仕 様

補正係数の有無

計 画 準 備 1業務当りの標準歩掛 無し

打 合 せ 1業務当りの各段階における打合せ 無し

の標準歩掛

事前調査 文 献 調 査 1業務当りの標準歩掛 有り

聞 き 取 り 調 査

現地調査 現 地 踏 査 1業務当りの標準歩掛 有り

計画策定 踏査ルートの設定

調査時期・回数の設定

調査方法の選定等

現 地 調 査 10地点，一定延長または一定面積 無し

1回当りの現地調査の歩掛

現地調査 写 真 撮 影 1業務当りの標準歩掛 有り

その他の生物記録等

室内分析 同 定 ・ 計 測 1業務当りの標準歩掛 有り

標本の作成及び保管

調 査 成 果 の と り ま と め 1業務当りの標準歩掛 有り

報 告 書 の 作 成 1業務当りの標準歩掛 無し

(２) 打合せ

各段階における打合せの歩掛は次表を標準とする。

・魚介類調査，底生動物調査，植物調査，鳥類調査，両生類・爬虫類・哺乳類調査，陸上昆

虫類等調査に適用する。
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職 種 主 任 技 師 技 師
備 考

打合せ時期 技 師 (Ａ) (Ｂ)

第 1 回 打 合 せ 0.5 0.5

中 間 打 合 せ 0.5 0.5 1回当り

成 果 品 納 品 時 0.5 0.5

（注）１．打合せは各調査種類を単独で行う場合，あるいは複数の調査を一括で行う場合でも

一業務として計上する。

２．各作業の中で主要な区切りの時点で中間打合せを行うものとする。

３．打合せ回数は，調査規模等に応じ必要回数を計上する。

４．打合せ回数は，特記仕様書に明示するものとする。

５．第１回打合せ及び成果品納品時には，原則として管理技術者が立ち会うよう特記仕

様書に明示するものとする。

(３) 事前調査

この歩掛は，調査対象ダム・河川で２巡目以降の調査の際の歩掛である。初めて実施する調

査については別途積算とする｡

(４) 現地調査

①現地調査歩掛

現地調査の歩掛は，調査方法毎の10現地調査地点，一定延長または一定面積における１回

当りの歩掛である。調査区間の延長，現地調査面積が示されているものについては，調査区

間の延長，現地調査面積の増減に応じ，歩掛も増減する。【例：２地点２回の調査の場合：

修正された歩掛＝（10地点１回当りの歩掛）/（10地点）×（２地点×２回）】

また，複数の調査方法を併用する場合は，各調査方法の歩掛を積上げ計上するものとする。

②現地調査地点間の移動

現地調査地点間の移動については，本歩掛に含まれている。ただし，旅費交通費は別途積

算とする。

③現地調査の作業環境

現地調査の歩掛は，一般的な気象条件ならびに作業環境でのものである。例えば，冬季の

調査で多量の積雪がある場合等は，別途積算とする。

(５) 歩掛の補正係数

事前調査，現地調査計画策定，現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のとりまとめ

については，現地調査地点数（または現地調査面積），文献整理種数及び現地確認種数により，

標準歩掛に補正係数を次のように乗ずる。

①事前調査，現地調査計画策定

修正された歩掛＝標準歩掛×（現地調査地点数による補正係数）×（文献整理種数による

補正係数）

②現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のとりまとめ

修正された歩掛＝標準歩掛×（現地確認種数による補正係数）

(６) 複数調査項目の単一業務積算

①魚介類調査と底生動物調査

現地調査計画策定については，底生動物調査の歩掛に0.8を乗じて魚介類調査の歩掛に加算

する。

修正された歩掛＝0.8×（底生動物の歩掛）＋（魚介類の歩掛）

その他の調査については，各々別個に積算し加算するものとする。

②その他の組み合わせ

各々の調査項目について積算し加算するものとする。
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(７) その他

マニュアル案に含まれない業務を併せて行う場合は，別途積算する

６－２ 河川水辺環境調査（ダム湖版生物調査)業務標準歩掛

６－２－１ 魚介類調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 0.5 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 0.5 2.0 2.0 1.0

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 0.5 0.5 0.5

計 画 策 定 調査地点・時期の設定

調 査 方 法 の 選 定 0.5 0.5 2.0 1.5 0.5

(1業務当り) 採 捕のための措置

現 現 地 調 査 投 網 3.0 3.0 6.0

タ モ 網 1.0 1.0 2.0
地

定 置 網 3.0 3.0 3.0

調 刺 網 3.0 3.0 3.0

電 気 シ ョ ッ カ ー 1.0 3.0
査

潜 水 に よ る 捕 獲 2.0 2.0

は え な わ ・ ど う 2.0 2.0

曳 網 3.0 1.0 3.0

(10地点 玉 網 1.0 2.0

1回当り) セ ル び ん 3.0

現 地 調 査 同定・計測・固定

及 び 室 内 分 析 標本の作成及び保管
0.5 1.0 2.5 2.5

写 真 撮 影

(1業務当り) そ の他の生物記録

調 査 成 果 の 事前調査様式の作成

と り ま と め 現地調査様式の作成

公表用様式の作成

写 真 の 整 理 0.5 0.5 2.0 5.0 5.0 10.0

地 図 情 報 の 整 理

水 系 様 式 の 作 成

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.0 2.0 2.0

（注）１．魚介類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，現地調査地点

数３以上９未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係数は，表６．３に

よるものとする。

表６．３ 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

1以上3未満 0.8 9以上13以下 1.2

3以上9未満 1.0
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２．魚介類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調査によ

る文献整理種数50以上70未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正係数は，

表６．４によるものとする。

表６．４ 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

30未満 0.6 50以上70未満 1.0

30以上50未満 0.8 70以上90以下 1.2

３．魚介類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り）及び室内分析，調査成果のとりま

とめについては，現地確認種数10以上40未満の場合の歩掛である。現地確認種数によ

る補正係数は，表６．５によるものとする。

表６．５ 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

10未満 0.8 40以上60以下 1.2

10以上40未満 1.0
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６－２－２ 底生動物調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師技師長 技術員区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 0.5 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 0.5 2.0 2.5

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 0.5 0.5 0.5

計 画 策 定 調 査 地 点 の 設 定

調 査 時 期 の 設 定 0.5 1.0 2.0 1.0

(1業務当り) 調 査 方 法 の 選 定

現 現 地 ダム湖内 定 点 採 集 3.0 3.0 3.0

調 査 定 性 採 集 3.0 3.0 3.0
地

流入河川 定 性 採 集 3.0 3.0 3.0

調 下流河川 定 量 採 集 3.0 3.0 3.0

ｻﾝﾌﾟﾙの 定 性 採 集 2.0 2.0
査
(10地 整理固定 定 量 採 集 2.0 2.0

点1回 調査箇所 ダ ム 湖 内 1.0

当り) の 測 定 流入河川・下流河川 1.0

現 地 調 査 写 真 撮 影
0.5 0.5 0.5

(1業務当り) そ の 他 の 生 物 記 録

室 内 分 析 ソーティング･同定･計数

湿重量の測定(定量採集) 0.5 1.5 8.0 8.0 9.0

(1業務当り) 標本の作成及び保管

調査成果のとりまとめ 事前調査様式の作成

現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成 0.5 1.0 2.0 5.0 8.0 16.5

写 真 の 整 理

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.0 2.0 2.0

（注）１．底生動物調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，現地調査地

点数５以上８未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係数は，表６．６

によるものとする。

表６．６ 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

1以上5未満 0.8 8以上12未満 1.2

5以上8未満 1.0 12以上15以下 1.4

２．底生動物調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調査に

よる文献整理種数80以上160未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正係数は，

表６．７によるものとする。
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表６．７ 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

30未満 0.6 80以上160未満 1.0

30以上80未満 0.8 160以上270以下 1.2

３．底生動物調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のとりま

とめについては，現地確認種数40以上150未満の場合の歩掛である。現地確認種数によ

る補正係数は，表６．８によるものとする。

表６．８ 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

40未満 0.8 150以上210以下 1.2

40以上150未満 1.0
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６－２－３ 植物調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師技師長 技術員区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 0.5 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査

聞 き 取 り 調 査
0.5 2.5 2.5 2.5 2.5

植生図の下図の作成

(1業務当り) 航空写真の読みとり

現 地 調 査 現 地 踏 査 0.5 1.0 0.5

計 画 策 定 踏査ルートの設定

調 査 時 期 0.5 2.0 2.0 0.5

(1業務当り) ・ 回 数 の 設 定

植 生 図 作 成 調 査 裸 地 ， 芝 地 2.0 2.0

草 地 4.0 4.0
現

(100ha1回当り) 樹 林 4.0 4.0

地 群 落 組 成 調 査 裸 地 ， 芝 地 1.0 1.0 2.0

( コ ド ラ ー ト ) 草 地 1.0 1.0 2.0
調
(10ｺﾄﾞﾗｰﾄ1回当り) 樹 林 1.0 2.0 2.0

査 植 物 相 調 査 裸 地 ， 芝 地 2.0 2.0

草 地 4.0 4.0

(100ha1回当り) 樹 林 5.0 5.0

標本の作成及び保管 群 落 組 成 調 査
現地

(1業務当り) 植 物 相 調 査
調査
同 定 植 生 図 作 成

及び 1.0 1.5 4.0 2.5
写 真 撮 影 群 落 作 成 調 査

室内
その他の生物記録 植 物 相 調 査

分析
(1業務当り)

調査成果のとりまとめ 事前調査様式の作成

現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成

写 真 の 整 理 0.5 1.5 4.5 10.0 18.0 18.0

地 図 情 報 の 整 理

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.5 2.5 3.5

※１)現地調査のうち主体となる植生が複合しており明確でない場合は，草地の歩掛を適用する。

２)モニター種調査については別途積算とする。

（注）１．植物調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，植生分布調査の

現地調査面積250以上700(ha)未満の場合の歩掛である。現地調査面積による補正係数

は，表６．９によるものとする。

表６．９ 現地調査面積による補正係数

現地調査面積(ha) 補正係数 現地調査面積(ha) 補正係数

50以上250未満 0.8 950以上1,300未満 1.4

250以上700未満 1.0 1,300以上1,450以下 1.6

700以上950未満 1.2
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２．植物調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調査による

文献整理種数300以上580未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正係数は，

表６．10によるものとする。

表６．10 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

50未満 0.6 300以上580未満 1.0

50以上300未満 0.8 580以上750以下 1.2

３．植物調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り）及び室内分析，調査成果のとりまと

めについては，現地確認種数250以上550未満の場合の歩掛である。現地確認種数によ

る補正係数は，表６．11によるものとする。

表６．11 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

250未満 0.8 550以上800以下 1.2

250以上550未満 1.0

６－２－４ 鳥類調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 0.5 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 0.5 0.5 1.0 2.5

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 1.0 0.5 0.5

計 画 策 定 調 査 地 点 の 設 定

調査時期・回数の設定 0.5 2.0 1.0

(1業務当り) 調 査 方 法 の 選 定
現
現 地 調 査 ライン・センサス法

3.0 3.0
地 (1地点3㎞当り)

定 位 記 録 法 2.0 2.0
調

夜 間 調 査
3.0 3.0

査 (1地点3㎞当り)

(10地点 舟 上 か ら の 調 査
2.0 2.0

1回当り) (1地点3㎞当り)

現 地 調 査 写 真 撮 影
1.5 1.5

(1業務当り) そ の他の生物記録

調 査 成 果 の 事前調査様式の作成

と り ま と め 現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成 0.5 0.5 4.5 6.5 12.0 16.0

写 真 の 整 理

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.5 3.0 3.5

※ 現地調査の地区センサスについては別途積算とする。
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（注）１．鳥類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，現地調査地点数

４以上９未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係数は，表６．12によ

るものとする。

表６．12 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

1以上4未満 0.8 9以上12以下 1.2

4以上9未満 1.0

２．鳥類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調査による

文献整理種数100以上170未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補正係数は，

表６．13によるものとする。

表６．13 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

20未満 0.4 100以上170未満 1.0

20以上 60未満 0.6 170以上270未満 1.2

60以上100未満 0.8 270以上370以下 1.4

３．鳥類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），調査成果のとりまとめについては，

現地確認種数60以上90未満の場合の歩掛である。現地確認種数による補正係数は，表

６．14によるものとする。

表６．14 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

30以上60未満 0.8 90以上130以下 1.2

60以上90未満 1.0
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６－２－５ 両生類・爬虫類・哺乳類調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 0.5 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 0.5 2.0 2.0 1.0

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 0.5 1.0 0.5

計 画 策 定 踏査ルート等の設定

調査の時期回数の設定 0.5 1.0 2.5 0.5 0.5

現 (1業務当り) 調 査 方 法 の 選 定

現地調査 両生類 捕 獲 確 認
地 4.0 4.0

爬虫類

調 哺乳類 目 撃 法
3.0 3.0

査
フィールドサイン法

3.0 3.0

(10地点 ト ラ ッ プ 法
3.0 3.0

1回当り) (1晩当り)

現地調査及び室内分析 同 定

標本の作成及び保管
0.5 0.5 2.0 0.5

写 真 撮 影

(1業務当り) そ の他の生物記録

調査成果のとりまとめ 事前調査様式の作成

現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成
0.5 0.5 2.0 10.0 10.0 10.0

写 真 の 整 理

地 図 情 報 の 整 理

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 0.5 1.5 2.0 2.5

（注）１．両生類・爬虫類・哺乳類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定について

は，現地調査地点数５以上９未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係

数は，表６．15によるものとする。

表６．15 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

1以上5未満 0.8 9以上14以下 1.2

5以上9未満 1.0

２．両生類・爬虫類・哺乳類調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定について

は，事前調査による文献整理種数20以上45未満の場合の歩掛である。文献整理種数に

よる補正係数は，表６．16によるものとする。
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表６．16 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

5未満 0.6 45以上55未満 1.2

5以上20未満 0.8 55以上70以下 1.4

20以上45未満 1.0

３．両生類・爬虫類・哺乳類調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り）及び室内分析，

調査成果のとりまとめについては，現地確認種数15以上30未満の場合の歩掛である。

現地確認種数による補正係数は，表６．17によるものとする。

表６．17 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

15未満 0.8 30以上50以下 1.2

15以上30未満 1.0
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６－２－６ 陸上昆虫類等調査

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 0.5 1.5 1.5

事 前 調 査 文 献 調 査
0.5 1.5 1.5 1.5 1.0

(1業務当り) 聞 き 取 り 調 査

現 地 調 査 現 地 踏 査 1.0 0.5 0.5

計 画 策 定 踏査ルート・地点の設定

0.5 2.0 2.0 0.5 0.5調査時期・回数の設定

(1業務当り) 調 査 方 法 の 選 定

現 地 調 査 見 つ け 採 り 法
4.0 4.0

現 目 撃 法
4.0 4.0

地
石 お こ し 採 集 法

3.0 3.0
調

ス ウ ィ ー ピ ン グ 法
査 3.0 3.0

ビ ー テ ィ ン グ 法
3.0 3.0

(10地点 ベ イ ト ト ラ ッ プ 法 5.0 5.0

1回当り) ラ イ ト ト ラ ッ プ 法 5.0 5.0

現 地 調 査 写 真 撮 影
0.5 1.0 1.0

(1業務当り) そ の 他 の 生 物 記 録

室 内 分 析 同 定
17.0 6.5 14.5 6.0

(1業務当り) 標本の作成及び保管

調 査 成 果 の 事前調査様式の作成

と り ま と め 現地調査様式の作成

整 理 様 式 の 作 成
0.5 1.0 5.0 5.0 10.0 20.0

写 真 の 整 理

地 図 情 報 の 整 理

(1業務当り) 考 察 ・ 評 価

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.5 2.0 2.5

（注）１．陸上昆虫類等調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，現地調

査地点数５以上９未満の場合の歩掛である。現地調査地点数による補正係数は，表６．

18によるものとする。

表６．18 現地調査地点数による補正係数

現地調査地点数 補正係数 現地調査地点数 補正係数

3以上5未満 0.8 9以上12以下 1.2

5以上9未満 1.0

２．陸上昆虫類等調査歩掛のうち，事前調査及び現地調査計画策定については，事前調

査による文献整理種数300以上1,200未満の場合の歩掛である。文献整理種数による補

正係数は，表６．19によるものとする。
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表６．19 文献整理種数による補正係数

文献整理種数 補正係数 文献整理種数 補正係数

150未満 0.6 300以上1,200未満 1.0

150以上300未満 0.8 1,200以上1,550以下 1.2

３．陸上昆虫類等調査歩掛のうち，現地調査（１業務当り），室内分析，調査成果のと

りまとめについては，現地確認種数300以上1,400未満の場合の歩掛である。現地確認

種数による補正係数は，表６．20によるものとする。

表６．20 現地確認種数による補正係数

現地確認種数 補正係数 現地確認種数 補正係数

100以上 300未満 0.8 1,400以上1,800以下 1.2

300以上1,400未満 1.0



第７節 河川水辺環境調査（河川調査）

７－１ 河川水辺環境調査（河川調査）業務積算基準

７－１－１ 適用範囲

この積算基準は，河川水辺環境調査(河川調査)を業務委託により実施する場合に適用する。

調査の内容は，「平成７年度 河川水辺の国勢調査マニュアル(案)（河川調査編）建設省河川局河

川環境課」（以下「マニュアル案」という。）によるものとする。また，対象区間の延長，川幅は

表７．１のとおりであり，範囲外の業務は別途積算する。

表７．１ 河川水辺の国勢調査(河川調査)適用範囲

対象区間の延長(㎞) 区間の平均川幅(ｍ) 収 集 文 献 数 聞き取り調査回数

1～210 7～600 1～12 1～11

（注）１．収集文献数とは，前回の河川水辺の国勢調査(河川調査)報告書以外の文献数を指す。

７－１－２ 業務委託料の積算

業務委託料の積算は，第３編第１章設計業務等積算基準に準ずるものとする。

７－１－３ 業務の構成

(１) 計画準備

計画準備では，第１回打合せに先立ち業務全般を見通し，調査の要点を確認し，業務計画書

を作成する。

(２) 打合せ

打合せは，業務着手時，各作業の中で主要な区切りの時点及び成果品納品時に行う。

(３) 資料調査

資料調査とは，水域の調査，境界の調査について既存の資料を有効に利用して，マニュアル

案に基づく各調査項目の状況把握資料を作成するまでの業務である。

(４) 現地調査

現地調査とは，資料調査結果の確認並びに資料調査で把握できなかった項目の調査をマニュ

アル案に基づき行うものである。

(５) 調査成果のとりまとめ

調査成果のとりまとめは，資料調査及び現地調査の結果をマニュアル案に基づく様式に整理

し，報告書にまとめるまでの業務である。この段階で，調査成果の内容について十分な照査を

行うことにより，調査成果の精度を確保する。また，生物の生息と河川環境との関わりについ

て考察する。

とりまとめられた成果を整理し，年鑑原稿の作成を行う。

７－１－４ 歩掛使用上の留意点

(１) 歩掛の構成

この歩掛は計画準備，資料調査，調査成果のとりまとめについては標準歩掛を，現地調査に

ついては一定延長当りの現地調査の歩掛を示している。

また，資料調査及び調査成果のとりまとめは業務量に応じて標準歩掛に乗ずる補正係数を設

定している。
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表７．２ 歩掛運用の仕方

標準歩掛に乗ずる
業 務 の 項 目 仕 様

補正係数の有無

計 画 準 備 1業務当りの標準歩掛 無し

打 合 せ 各段階における打合せの標準歩掛 無し

資 料 調 査 1業務当りの標準歩掛 有り

現 地 調 査 一定延長当りの現地調査の歩掛 無し

調 査 成 果 の と り ま と め 1業務当りの標準歩掛 有り

(２) 打合せ

各段階における打合せの歩掛は次表を標準とする。

職 種 主 任 技 師 技 師
備 考

打合せ時期 技 師 (Ａ) (Ｂ)

第 1 回 打 合 せ 0.5 0.5

中 間 打 合 せ 0.5 0.5 1回当り

成 果 品 納 品 時 0.5 0.5

（注）１．各作業の中で主要な区切りの時点で中間打合せを行うものとする。

２．打合せ回数は，調査規模等に応じ必要回数を計上する。

３．打合せ回数は，特記仕様書に明示するものとする。

４．第１回打合せ及び果品納品時には，原則として管理技術者が立ち会うよう特記仕様

書に明示するものとする。
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７－２ 河川水辺環境調査(河川調査)業務標準歩掛

職 種 主 任 技 師 技 師 技 師
技師長 技術員

区 分 技 師 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)

計 画 準 備 (1業務当り) 1.0 1.0 1.0 1.0

資料調査 水 域 早 瀬 と 淵 の 分 布 1.0 1.0 1.0

産 卵 場 調 査 0.5 0.5 0.5

ワンド・湛水域と淀み調査 0.5 1.0

干 潟 の 分 布 0.5 0.5 0.5

境界域 池 及 び 湧 水 の 分 布 0.5 0.5
0.5

水 際 部 の 状 況 1.0 0.5 0.5

流入支川・排水の状況 1.5

河 川 区 域 内 の 植 生 状 況 1.0 1.5 1.0

(1業務 横断工作物の位置及び概略諸元 1.0

当り) 流 量 ・ 水 質 の 状 況 1.0 0.5 1.0

現地調査 水 域 資 料 調 査 結 果 の 確 認 2.0 2.0 5.0

早瀬の流心・流速・流向 1.0 1.0

淵の水深測定・概略横断図 1.0 1.0

早 瀬 の 河 床 材 料 観 察 1.0 1.0

境界域 資 料 調 査 結 果 の 確 認 1.0 1.0

(10km 魚 道 の 通 水 状 況 1.0 1.0

当り) 写 真 撮 影 ・ 写 真 票 の 作 成 1.0 1.0

調査成果のとりまとめ 水 域 の 調 査

境 界 域 の 調 査

河川横断工作物調査 7.0 10.5 19.0

流 量 ・ 水 質 調 査

(1業務当り) 河 川 調 査 総 括 図

報 告 書 の 作 成 (1業務当り) 1.0 1.0 2.0 2.0

（注）１．河川調査歩掛のうち，資料調査については，調査対象区間25㎞以上50㎞未満の場合

の歩掛である。調査対象区間の延長距離による補正係数は，表７．３によるものとす

る。

表７．３ 調査対象区間の延長距離による補正係数

延長距離(㎞) 補正係数 延長距離(㎞) 補正係数

1以上25未満 0.9 50以上100未満 1.1

25以上50未満 1.0 100以上210以下 1.2

２．河川調査歩掛のうち，資料調査については，区間の平均川幅100ｍ以上400ｍ未満の

場合の歩掛である。区間平均川幅による補正係数は，表７．４によるものとする。

表７．４ 区間平均川幅による補正係数

平均川幅(ｍ) 補正係数 平均川幅(ｍ) 補正係数

7以上100未満 0.8 400以上600以下 1.2

100以上400未満 1.0
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３．河川調査歩掛のうち，調査成果のとりまとめについては，前回調査報告書の有無に

より補正を行うものとする。前回調査報告書の有無による補正係数は，表７．５によ

るものとする。

表７．５ 前回調査報告書の有無による補正係数

区 分 補正係数

前回の国勢調査報告書有り 0.8

前回の国勢調査報告書無し 1.0
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